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（注）記載した内容の中には、実施計画の段階で確定するものも含まれている。 
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ⅠⅠ  令令和和４４年年度度北北海海道道開開発発予予算算のの概概要要  

 

  

令令和和４４年年度度北北海海道道開開発発予予算算  総総額額  ５５，，７７００２２億億円円（（対対前前年年度度  １１．．００００倍倍））  

 

うち北海道開発事業費（一般公共事業費） ５，５８９億円（ 同 １．００倍）   

 
＊ アイヌ語で「（おおぜいで）歌うこと」という意味。 

北海道開発については、北海道の資源・特性を活かして我が国の発展と課題解決に寄与す

るため、国が策定するビジョンである北海道総合開発計画に基づき諸施策を推進している。 

現行の第８期北海道総合開発計画（平成28年３月29日閣議決定）においては、「世界の北

海道」を目指し、北海道の強みである「食」と「観光」を戦略的産業として位置付けてお

り、食と観光を担う「生産空間」の維持・発展に取り組んでいる。 

一方、近年の自然災害の激甚化・頻発化により、国民の安全・安心が大きく損なわれてい

る。また、新型コロナウイルス感染症を機に、地方での暮らしへの関心の高まりなど、未来

に向けた変化が大きく動き始めているほか、地球温暖化防止が重要な政策課題となっている

中で、北海道の豊かな自然や地域資源を活かしてグリーン社会の実現を主導していくことが

求められている。 

 

このため、命と暮らしを守る防災・減災、国土強靱化を更に推進するとともに、グリーン

社会の実現に向けてゼロカーボン北海道等、北海道における2050年カーボンニュートラルに

向けた取組を推進し、強靱で持続可能な国土を形成していく必要がある。 

また、ポストコロナの新たなライフスタイルを見据え、成長と分配の好循環の実現と分散

型の国づくりの推進に資するよう、食と観光を担う生産空間の維持・発展を図る。 

さらに、令和２年７月に開業した民族共生象徴空間（ウポポイ）を拠点として最大限活用

しつつ、アイヌ文化の復興・創造及び国民理解の一層の促進を図る必要がある。 

 

令和４年度北海道開発予算においては、こうした課題や要請に応えるため、 

○強靱で持続可能な国土の形成 

（防災・減災、国土強靱化の強力な推進、ゼロカーボン北海道等グリーン社会の実現に向けた施策の展開） 

○食と観光を担う生産空間の維持・発展 

○「民族共生象徴空間（ウポポイ）」等を通じたアイヌ文化の復興・創造及び国民理解の促進 

を重点事項とし、令和３年度補正予算を組み合わせて切れ目のない取組を進める。 
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令令和和４４年年度度北北海海道道開開発発予予算算  総総額額  ５５，，７７００２２億億円円（（対対前前年年度度  １１．．００００倍倍））  

 

うち北海道開発事業費（一般公共事業費） ５，５８９億円（ 同 １．００倍）   

 
＊ アイヌ語で「（おおぜいで）歌うこと」という意味。 

北海道開発については、北海道の資源・特性を活かして我が国の発展と課題解決に寄与す

るため、国が策定するビジョンである北海道総合開発計画に基づき諸施策を推進している。 

現行の第８期北海道総合開発計画（平成28年３月29日閣議決定）においては、「世界の北

海道」を目指し、北海道の強みである「食」と「観光」を戦略的産業として位置付けてお

り、食と観光を担う「生産空間」の維持・発展に取り組んでいる。 

一方、近年の自然災害の激甚化・頻発化により、国民の安全・安心が大きく損なわれてい

る。また、新型コロナウイルス感染症を機に、地方での暮らしへの関心の高まりなど、未来

に向けた変化が大きく動き始めているほか、地球温暖化防止が重要な政策課題となっている

中で、北海道の豊かな自然や地域資源を活かしてグリーン社会の実現を主導していくことが

求められている。 

 

このため、命と暮らしを守る防災・減災、国土強靱化を更に推進するとともに、グリーン

社会の実現に向けてゼロカーボン北海道等、北海道における2050年カーボンニュートラルに

向けた取組を推進し、強靱で持続可能な国土を形成していく必要がある。 

また、ポストコロナの新たなライフスタイルを見据え、成長と分配の好循環の実現と分散

型の国づくりの推進に資するよう、食と観光を担う生産空間の維持・発展を図る。 

さらに、令和２年７月に開業した民族共生象徴空間（ウポポイ）を拠点として最大限活用

しつつ、アイヌ文化の復興・創造及び国民理解の一層の促進を図る必要がある。 

 

令和４年度北海道開発予算においては、こうした課題や要請に応えるため、 

○強靱で持続可能な国土の形成 

（防災・減災、国土強靱化の強力な推進、ゼロカーボン北海道等グリーン社会の実現に向けた施策の展開） 

○食と観光を担う生産空間の維持・発展 

○「民族共生象徴空間（ウポポイ）」等を通じたアイヌ文化の復興・創造及び国民理解の促進 

を重点事項とし、令和３年度補正予算を組み合わせて切れ目のない取組を進める。 
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１１  北北海海道道開開発発のの重重点点事事項項  

（（１１）） 強強靱靱でで持持続続可可能能なな国国土土のの形形成成  

①①防防災災・・減減災災、、国国土土強強靱靱化化のの強強力力なな推推進進  

北海道では、平成28年８月の一連の台風、平成30年９月の北海道胆振東部地震等の

大規模自然災害により地域住民等の生命・財産に深刻な被害が発生したところであり、

気候変動の影響により激甚化・頻発化する水害・土砂災害や切迫する日本海溝・千島

海溝沿いの巨大地震等の災害に屈しない、強靱な国土づくりをより強力に進める必要

がある。 

このため、自然災害からの復旧・復興を図るとともに、「防災・減災、国土強靱化

のための５か年加速化対策」（令和２年12月 11日閣議決定）を計画的に進め、あらゆ

る関係者が協働して取り組む「流域治水」の本格的展開や総合的な土砂災害対策の加

速化・強化、インフラ老朽化対策、災害時における人流・物流の確保のための交通ネ

ットワーク整備等に取り組む。 

②②ゼゼロロカカーーボボンン北北海海道道等等ググリリーーンン社社会会のの実実現現にに向向けけたた施施策策のの展展開開  

 北海道における 2050 年カーボンニュートラルに向けた取組を推進し、グリーン社会

の実現に向けて、インフラにおける再生可能エネルギーの導入・利用拡大を図るほか、

森林資源等を活用したＣＯ２吸収源対策、グリーンインフラを活用した自然共生地域づ

くり、環境負荷の少ない交通・物流基盤の構築等に取り組む。 

  

  

  

  

  

 

    

放放流流管管 

発発電電機機室室 

留留萌萌ダダムム 

【強靱で持続可能な国土の形成】 

○北海道胆振東部地震からの復旧・復興 

日高幌内川では、山腹崩壊の発生により
大規模な河道閉塞が発生 

○再生可能エネルギーの導入 

令和５年度までの完成を目指し、砂防堰堤工や
水路工などの恒久対策工を推進 

未利用の河川維持放流水を活用した小水力発電の例 
（留萌ダム（留萌市）） 

島防波堤における藻場の創出 
（釧路港西港区（釧路市）） 

取水塔 

○ＣＯ２吸収源対策 

マウンドを浅くすることで日光が届き、昆布等の海藻類が定着する 
ことによって、ＣＯ２吸収源対策となる水生生物の生息環境を創出 

島島防防波波堤堤 

砂防堰堤工 

水路工 

砂防堰堤工 
渓流保全工 

日高幌内川 

水路工 
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（（２２））食食とと観観光光をを担担うう生生産産空空間間のの維維持持・・発発展展  

北海道の強みである「食」と「観光」を戦略的産業として、我が国の食料供給基地

としての持続的発展を目指すとともに、魅力ある観光地の形成を推進し、デジタル技

術の活用も図りつつ、食と観光を担う「生産空間」の維持・発展を図る。 

このため、スマート農業に対応した農地の大区画化など、農林水産業の生産基盤の

強化や物流ネットワークの整備等を推進し、食料供給力の確保・向上等を図るととも

に、移動・周遊を支える交通ネットワークの整備による旅行者の受入環境整備、北海

道内各地の地域資源を活かした魅力ある観光地域づくり等を推進する。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

（（３３））「「民民族族共共生生象象徴徴空空間間（（ウウポポポポイイ））」」等等をを通通じじたたアアイイヌヌ文文化化のの復復興興・・創創造造及及びび国国民民理理解解のの促促進進  

令和２年７月にアイヌ文化の復興・創造等の拠点としてオープンした「民族共生象

徴空間（ウポポイ）」に国内外から多くの人々が訪れ、アイヌ文化の素晴らしさを体

験し、民族共生の理念に共感してもらえるよう、年間来場者数100万人を目指し、国立

民族共生公園等の新型コロナウイルス感染症対策にも対応した適切な管理運営、コン

テンツの充実、誘客促進に向けた広報活動等を行う。 

このほか、「アイヌの人々の誇りが尊重される社会を実現するための施策の推進に

関する法律」（平成31年法律第16号）に基づき、アイヌの伝統等に関する国民に対する

知識の普及啓発を図るための施策を一層推進する。 

  

  

  

  

  

  

  

 

  

【生産空間の維持・発展】 

食料供給力の確保・向上 

（農地の大区画化） 人流・物流ネットワークの整備

◇札幌から 

 高速道路利用で約65分 

特急列車利用で約65分 
 

◇新千歳空港から 

 高速道路利用で約40分 

特急列車利用で約40分 

※ アイヌ語で「（おおぜいで）歌うこと」という意味 

https://ainu-upopoy.jp/ 

ウポポイ 検索 

【民族共生象徴空間（ウポポイ※）】  
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北方領土隣接地域： 

根室市、別海町、中標津町、標津町、 

羅臼町（１市４町） 

歯舞群島 

色丹島 

択捉島 
国後島 

根室市 

別海町 

中標津町 

標津町 

羅臼町 

２２  北北方方領領土土隣隣接接地地域域振振興興対対策策  

「北方領土問題等の解決の促進のための特別措置に関する法律」（昭和57年法律第85

号）に基づき北海道が作成した第８期振興計画（計画期間：平成 30 年度～令和４年度）

の趣旨を踏まえ、北方領土隣接地域における魅力ある地域社会を形成するため、活力

ある地域経済の展開に向けた取組や、地域の資源を活かした交流人口の拡大に向けた

取組等を推進する。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３３  北北海海道道総総合合開開発発計計画画のの効効果果的的なな推推進進  

①①北北海海道道特特定定特特別別総総合合開開発発事事業業推推進進費費  

北海道総合開発計画の効果的な推進を図るため、「生産空間の維持・発展」、「国土強

靱化」、「北方領土隣接地域における魅力ある地域社会の形成」、「2050 年カーボンニュ

ートラル、グリーン社会の実現」に係る事業を重点的に推進し、公共事業の機動的な

調整を行う。 

 

  ②②北北海海道道開開発発計計画画推推進進等等経経費費  

北海道総合開発計画の推進に必要な経済社会動向の分析を実施するとともに、2050

年カーボンニュートラルの実現に向けた調査検討等、我が国の課題解決に資する調査

を実施する。 
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ⅡⅡ　　令令和和４４年年度度北北海海道道開開発発予予算算総総括括表表
（単位：百万円）

令 和 ４ 年 度 前 年 度 対前年度
予 算 額 予 算 額 倍　　率

(A) (B) （A)／(B）

703,470][          693,413][          1.01][   ＊

Ⅰ 558,868 558,281 1.00

1 102,317 101,979 1.00
94,677 94,200 1.01
6,531 7,028 0.93
1,109 750 1.48

2 218,571 218,038 1.00

3 23,764 23,862 1.00
17,409 17,284 1.01
6,355 6,579 0.97

4 27,011 23,295 1.16
27,011 23,295 1.16
26,122 22,403 1.17

889 892 1.00

5 6,310 5,917 1.07
310 157 1.97

2,550 2,550 1.00
1,845 1,842 1.00
1,605 1,368 1.17

6 118,170 117,778 1.00
79,472 79,069 1.01
5,774 5,630 1.03
23,747 23,716 1.00
9,177 9,363 0.98

7 58,333 63,034 0.93
27,346 27,904 0.98
30,987 35,130 0.88

8 4,392 4,378 1.00

Ⅱ 38 44 0.88

Ⅲ 57 56 1.03

Ⅳ 102 102 1.00

Ⅴ 1,593 1,616 0.99

Ⅵ 9,569 9,730 0.98

570,228 569,829 1.00

　北海道開発予算に計上される空港整備事業に関する経費 6,355百万円は、自動車安全特別会計空港整備勘定で計上される事業費の財源の
一部であり、このほか、財政投融資等の財源を加えた同特別会計同勘定における北海道の空港整備事業に関する予算額は、次のとおり。

令 和 ４ 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額
17,561百万円 12,186百万円

＊上段［　］書は総事業費である。なお、推進費等のうち、北海道特定特別総合開発事業推進費に係る事業費は含まれていない。
（注）１　令和４年度予算額は、本表のほか、デジタル庁一括計上分として 1,954百万円があり、これを含めると 572,182百万円である。
　　　　　また、前年度予算額は、本表のほか、デジタル庁一括計上影響額として 2,030百万円があり、これを含めると 571,858百万円である。
　　　２　道路事業に関する経費（社会資本整備総合交付金及び防災・安全交付金を除く）は、道路整備と道路環境整備の合計 244,693百万円
　　　　（1.02倍）である。
　　　３　北海道開発予算におけるアイヌ政策に関する経費は、アイヌ伝統等普及啓発等経費のほか、国立民族共生公園の維持管理に要する経
　　　　費を含めた 1,795百万円（0.99倍）である。
　　　４　推進費等の内訳は、北海道特定特別総合開発事業推進費 4,325百万円及び社会資本整備円滑化地籍整備事業費 67百万円である。
　　　５　公共工事の実施の時期の平準化等を図るため、国庫債務負担行為（ゼロ国債） 32,320百万円を設定している。
　　　６　防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策に基づく事業等について計画的かつ円滑な事業執行を図るため、事業加速円滑化
　　　　国債 230百万円を設定している。
　　　７　本表のほか、北海道開発の推進のための研究開発に要する経費がある（（国研）土木研究所経費 9,004百万円の内数）。　
　　　８　四捨五入の関係で合計と内訳が一致しない場合がある。

空 港 整 備 事 業
(自動車安全特別会計空港整備勘定)

北 海 道 開 発 計 画 推 進 等 経 費

北 方 領 土 隣 接 地 域 振 興 等 経 費

ア イ ヌ 伝 統 等 普 及 啓 発 等 経 費

そ の 他 一 般 行 政 費 等

合 計

道 路 環 境 整 備

都 市 水 環 境 整 備

公 園 水 道 廃 棄 物 処 理 等

下 水 道

北海道災害復旧事業等工事諸費

廃 棄 物 処 理

国 営 公 園 等

農 林 水 産 基 盤 整 備

農 業 農 村 整 備

森 林 整 備

水 産 基 盤 整 備

農 山 漁 村 地 域 整 備

社 会 資 本 総 合 整 備

社 会 資 本 整 備 総 合 交 付 金

防 災 ・ 安 全 交 付 金

推 進 費 等

対前年度倍率
1.44倍

治 山

事 項 備　考

北 海 道 開 発 事 業 費

治 山 治 水

治 水

水 道

海 岸

道 路 整 備

港 湾 空 港 鉄 道 等

港 湾

空 港

住 宅 都 市 環 境 整 備

都 市 環 境 整 備
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※医療サービスに着目したひとまとまりの地域を設定

生生産産空空間間
地地方方部部のの市市街街地地
圏圏域域中中心心都都市市

基基礎礎圏圏域域境境界界

基礎圏域※における
三層の機能分担のイメージ

○ 北海道の生産空間は、我が国の食料供給基地として貢献するとともに、国民共通の資産と言える豊かな自然
環境、特徴ある景観等を提供し、我が国にとって欠かすことのできない役割を担っている。

○ 今後、人口減少・高齢化の急速な進展等により、北海道の地方部における定住環境の確保が困難になると、
北海道の強みである「食」と「観光」等を担い、我が国の発展に貢献している生産空間の維持が困難になるお
それがある。

○ そのため、生産空間・地方部の市街地・圏域中心都市からなる北海道型地域構造の保持・形成を図ることと
し、「食」と「観光」等を担う生産空間の維持・発展を北海道開発における中心課題として取り組み、我が国
全体への貢献を長期にわたり確保することを目指す。

北海道型地域構造

（（１１））北北海海道道型型地地域域構構造造のの保保持持・・形形成成にに向向けけたた定定住住・・交交流流環環境境のの維維持持増増進進

北北海海道道型型地地域域構構造造のの保保持持・・形形成成①①

交通結節点として
「道の駅」を活用。

定住・交流環境の維持増進のイメージ
北海道型地域構造は、農業・漁業に係
る生産の場となる「生産空間」、日常生
活の拠点機能を有する地方部の「市街
地」、医療等での⾼次な都市機能・生
産機能を提供する「圏域中心都市」の
三層により構成される。

スーパー
診療所

産婦人科

心臓内科 ショッピングセンター

道路ネットワーク等の形成・交通結節点機能の強化

「生産空間」において日常生活の目的を果たすため
市街地や圏域中心都市への移動が必要不可欠。

・高規格道路等のネットワークの構築。
・都市間バス、路線バス、コミュニティ交通の結節点
として「道の駅」を活用。

生活利便性向上

「生産空間」では住民が必要とするサービス施設
が減少。

・日常生活の利便性を向上するため、「道の駅」
を活用。

■生産空間
主として農業、漁業に係る生産を
支え、観光資源を提供する空間

■地方部の市街地
⼀定程度の生活サービス機能を
提供する地域

■圏域中心都市
医療、教育・⽂化、商業等の
都市機能・生活機能を提供

道の駅「羊のまち 侍・しべつ」
令和3年5月1日開業
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○北海道型地域構造の保持・形成を図るため、「所得・雇用の確保」、 「地域の魅力向上」、「生活機能・集落機能の確保」、
「安全・安心な社会基盤の形成」の観点から、地域の課題解決に向けた取組を総合的に実施。

○地域課題の解決に向けて先導的に取り組むため、３つのモデル圏域において、有識者・地元企業・自治体等からなる圏域検討
会等を開催し、課題解決に向けた取組を推進。これらの「課題解決先行地域」の事例を、他地域に波及させ、北海道型地域構
造の保持・形成を図る。

【取組】

（（１１））北北海海道道型型地地域域構構造造のの保保持持・・形形成成にに向向けけたた定定住住・・交交流流環環境境のの維維持持増増進進

北海道型地域構造を保持・形成するための４つの視点

人口減少、高齢化の進行
地域の基幹産業の振興を通じた
所得向上、雇用創出

働く

他の都府県とスケールの異なる広域分散型社会
日常生活に必要な医療、買い物、教育等の
生活サービスへの交通・情報ネットワーク確保

暮らす
頻発・激甚化する自然災害等

命と暮らしを守る備え

備える

定住・交流の促進
人々が「暮らしたい」、「訪れたい」と
感じる地域の魅力向上

楽しむ

釧路市

白糠町

釧路町厚岸町
浜中町帯広市

幕別町

中札内村
大樹町

広尾町
更別村

美深町
名寄市

士別市剣淵町
下川町

名寄周辺モデル地域

十勝南モデル地域

釧路モデル地域

和寒町

幌加内町

中川町 音威子府村

鶴居村 標茶町

弟子屈町

３つのモデル圏域

北北海海道道型型地地域域構構造造のの保保持持・・形形成成②②

「みなとオアシス」の活用を通じた賑わいの創出、
水道施設の整備、空き家対策の推進 等

生産空間における持続可能な物流の確保

主な取組事例
・道の駅からのラストワンマイル
を考慮した輸送パターンを試行
し、効率的な物流システムの構
築や道の駅の機能拡充の必要性
等を検証。
（名寄周辺モデル地域 物流WT）

・地域連携による利便性の高い地
域公共交通の形成に向け、公共
交通の高規格道路利用などにつ
いて調査・検討。
（十勝南モデル地域 交通WT）

・スマホアプリを活用し、就業希
望者と生産者をマッチングする
ことで、農繁期における労働力
不足の解消・効率化を目指す取
組を引き続き実施。
（十勝南モデル地域 農業WT）

ヘッド交換状況

■■道道のの駅駅「「るるももいい」」

・高規格道路「深川・留萌自動車道」のインターチェンジに近
接する立地環境や市街地の都市公園の施設を活かし、親子で
滞在しやすい子育て環境の創出や広域的な交通結節点機能の
強化を推進。

道の駅を核とした子育て環境の創出・交通結節点機能の強化

（R2.3.28に北海道内の高規格道路として初めて全線
開通した「深川・留萌自動車道」に近接）

妊婦向け屋根付
駐車場整備

道の駅「るもい」
（R2.7.11開業）

留萌ＩＣ

（参考）R3.12現在 北海道内の「道の駅」登録数は129駅

子育て環境の創出(イメージ)

【屋内交流・遊戯施設の整備】

道の駅での新たな交流拠点として
親子で過ごせる空間づくりを支援

■■道道のの駅駅をを拠拠点点ととししたた中中継継輸輸送送にに関関すするる実実証証実実験験をを実実施施
・ヤマト運輸株式会社と『北海道の生産空間の維持・発展に資する連携協
力協定』（令和３年10月20日）を締結。
・ヤマト運輸株式会社と連携し、北海道地方部のトラックドライバーの長時
間労働の解消などを目指した中継輸送実証実験を「もち米の里☆なよろ」
で実施。
・本実験の結果を踏まえ、
道の駅を拠点とした中継
輸送の実装に向けた検
討を推進。

中継輸送実証実験

｜
9
｜



【【事事例例】】
治治水水事事業業、、農農業業農農村村整整備備事事業業及及びび道道路路事事業業のの連連携携にによよるる生生産産空空間間のの維維持持・・発発展展

（（１１））北北海海道道型型地地域域構構造造のの保保持持・・形形成成にに向向けけたた定定住住・・交交流流環環境境のの維維持持増増進進

5

0

10

15
(m)

0 2000-2000 4000 6000 (m)

千
歳
川

A

地下水位の調整が容易となり、水管理の⼤幅な省⼒化と生産性が向上。

用水路

暗渠排水（地下水位制御システム）の整備

給水バルブ開 排水バルブ閉
地下かんがい使用時

給水バルブ閉 排水バルブ開

排水使用時

河道掘削により、洪水時の水位のみならず平常時の河川
水位（平水位）も低下。内水氾濫の被害軽減に加え、
排水先が確保され農地の排水性が向上。

平水位を約1.0m低減

千歳川沿川低平地の排水性の向上・冠水被害の解消

千歳川の河道掘削(S62年〜)

A´A 広範囲に広がる千歳川沿川の低平地
千歳川

排水路

○治水事業と農業農村整備事業による農地の地下水位低下や、冠水被害の解消
による水害に強い農地の確保。

○農地の⼤区画化と地下水位制御システム導入による高収益作物等の作付拡大。
○道央圏連絡道路の整備による農作物の輸送支援。

町内の水稲、⻨類、⾖類の生産に加え、消費者
ニーズに対応した高収益で多様な農作物を生産

＜生産空間の維持・発展＞
生産空間の維持・発展に資する取組事例（⻑沼町）

(m)

2.0

2.5

3.0

3.5

4.0

4.5
千歳川舞鶴地点平水位

約1.0m 低減

1990 2000 2010(H2) (H12) (H22) (年)

至至 苫苫小小牧牧市市
至至 苫苫小小牧牧港港

至至 石石狩狩市市
至至 石石狩狩港港新新港港

A

A´
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11.1%

13.1%

13.7%

18.1%

19.5%

24.4%

26.8%

48.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

特にない

まだ具体的に検討していない

子育て・教育環境

移住賃金の不足

医療・福祉施設

買物や公共交通等の利便性

人間関係やコミュニティ

仕事や収入

R3.9-10

（（１１））北北海海道道型型地地域域構構造造のの保保持持・・形形成成にに向向けけたた定定住住・・交交流流環環境境のの維維持持増増進進

地地方方移移住住へへのの関関心心
（（東東京京圏圏在在住住でで地地方方移移住住にに関関心心ががああるる人人）） ※※11

出典：第4回新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査（内閣府）

地地方方移移住住ににああたたっっててのの懸懸念念
（（東東京京圏圏在在住住でで地地方方移移住住にに関関心心ががああるる人人））※※22

東東京京かからら北北海海道道ニニセセココ町町へへ本本社社をを移移転転ししたた茶茶販販売売大大手手ルルピピシシアア（（担担当当者者のの声声））

札札幌幌市市

帯帯広広市市

釧釧路路市市

新新千千歳歳空空港港へへ

女女満満別別空空港港

足寄IC

陸別IC（仮称）

陸別小利別

本本別別町町

帯帯広広空空港港

足足寄寄町町

⾼規格道路（開通区間）
⾼規格道路（事業区間）

十勝北部地域における地方移住に寄与する取組事例

阿
寒
IC

釧
路
西
IC

江江差差港港（（江江差差町町））
利利尻尻空空港港（（利利尻尻富富士士町町））

離島における交通機能の確保
離島をつなぐ定期フェリー航路・
航空路は、島民の生活や地域経済
を支える交通手段として重要な役
割を担っている。

【取組】【現状・背景】

○生産空間と高次医療施設等のある圏域中心都市や
拠点空港を結ぶため高規格道路等の整備を推進。

○道内外との結びつきの強化や離島との交通機能の
確保を図るための港湾・空港施設の整備を推進。

〇新型コロナウイルス感染症の影響により地方移住への関心が高まっており、
北海道への移住や企業の移転･分散が見られる。

○地方での暮らしの課題に､買物､医療･福祉等生活環境を挙げる割合が高い 。
○道内の定住・交流を促進するには、各種施設へのアクセス性を高めるため
の道内外の交通ネットワーク強化が課題。

○ 北海道型地域構造の保持・形成を図るとともに、地方移住への関心の高まりを踏まえて「新たな日常」に
向けた分散型国づくりを先導していくため、高規格道路、港湾、空港等の交通ネットワークを整備し、北海
道内外の人流・物流の拡大や地域間の連携を推進する。

分分散散型型国国づづくくりりをを先先導導すするる交交通通ネネッットトワワーーククのの整整備備①①

奥奥尻尻空空港港（（奥奥尻尻町町））

陸陸別別町町

【⼗勝北部地域の取組】
「北海道UIJターン新規就業支援事業」を実施し、
東京圏からの新規就業による移住・定住を推進。

農業等の担い⼿不⾜解消を目的とした、移住促進に
向けた対策を推進。

空港へのアクセスは、移住希望者にとって、友人や
家族などが気軽に訪問できる、遠方への移住に対す
る不安感を抑制できるという点で、関心が高いと感
じており、当町では、アクセスの良さをイベントや説明
会でもアピールしています。

〜本別町の声〜

※1

※2

北北見見市市

釧釧路路空空港港

後後志志総総合合開開発発期期成成会会（（管管内内自自治治体体首首長長のの声声））

 ⾼規格道路ネットワークの形成が、企業進出等を更に⾼める上で最重要課題の⼀つ
である。

【後志地域の高規格道路】

4.1%

4.5%

4.2%

3.3%

2.8%

10.1%

9.7%

8.1%

8.0%

5.5%

19.8%

19.0%

19.2%

18.9%

17.0%

27.9%

30.2%

24.1%

24.6%

26.6%

38.1%

36.7%

44.4%

45.2%

48.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R3.9-10

R3.4-5

R2.12

R2.5

R1.12

強い関心がある 関心がある やや関心がある

あまり関心がない まったく関心がない
8.7%増増

34.0%

25.3％％

 以前から、ICT技術等の進展でビジネス上、必ずしも東京にいる必要はないと考えてい
たところ、コロナ禍もあり令和2年7月に本社移転を決断しました。

 全国に販売店があり、本社の100名程度を移すことを考えています。
 ⾼規格道路の利用による移動時間の短縮や安全性の向上は、移住後の生活の利便
性や快適性を向上させ、不安を和らげるなど、移住を後押しするものと考えています。

稚内港
香深港
沓形港

鴛泊港
利尻空港

羽幌港

焼尻港

天売港

札幌飛行場
新千歳空港

函館空港

奥尻港
奥尻空港

江差港

フフェェリリーー航航路路

航航空空路路

○十勝管内は、日本を代表する農業地域となっている。
○十勝北部地域では、新規就業による移住・定住の促進に向け、受入環境の整備や誘致活動、また、
⾼次医療施設等のある圏域中心都市や拠点空港への交通ネットワーク整備を推進。

高規格道路整備による
移住・定住
拡大に期待

北北海海道道横横断断
自自動動車車道道
足足寄寄～～陸陸別別
令令和和３３年年度度
事事業業再再開開

北北海海道道横横断断自自動動車車道道
阿阿寒寒IICC～～釧釧路路西西IICC

令令和和６６年年度度全全線線開開通通予予定定

｜
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新幹線駅

○北海道全域との広域的な交流・連携機能の確保を目指し、札
幌都心部へのアクセス道路(創成川通)の整備を推進。

○札幌都心部の交通結節機能の強化のため、バスターミナルの
再整備をはじめとする交流拠点まちづくりを推進。

【取組】【現状・背景】

石狩・当別

本州・函館

都心部

札幌北IC

国道５号
創成川通

令和３年度
新規事業化

274

5

12

275

旭川・
道北・道東

分分散散型型国国づづくくりりをを先先導導すするる交交通通ネネッットトワワーーククのの整整備備②②

札幌駅周辺における交通結節機能の強化

（（１１））北北海海道道型型地地域域構構造造のの保保持持・・形形成成にに向向けけたた定定住住・・交交流流環環境境のの維維持持増増進進

○ 2030年度末の北海道新幹線札幌延伸を見据え、道内各地を結ぶ高規格道路と札幌都心とのアクセス強化を推
進するとともに、札幌駅周辺における交通結節機能の強化を図る。

○札幌都市圏は、北海道全体に及ぶ中枢管理機能や他の基礎圏
域では提供できない高次都市機能を担っている。

○一方、同規模の政令市に比べ、都心と高規格道路の距離が遠
く、空港や道内各地域とのアクセスに課題がある。

札幌駅

231

凡例

：既存のバス停

新新たたななババススタターーミミナナルル
・駅周辺の路上バス停を集約し、周
辺道路の交通課題を解消

・多様な交流を支えにぎわいを形成
する交通結節機能を充実

都都心心アアククセセスス道道路路のの強強化化
・北海道新幹線延伸効果を全道に
波及させ、都市機能を最大化

周周辺辺再再開開発発
・国内外との連携・交流を促進する
利便性の高い基盤整備を推進

新千歳空港

バスターミナルの
交通交流待合空間イメージ

（2019年11月11日「札幌駅交流拠点北５西１・西２地区
市街地再開発準備組合」設立記者発表資料）

【政令市における
都心駅・最寄りIC間の距離】

道内各地を結ぶ⾼規格道路と札幌都心とのアクセス強化

（km)

｜
1
2
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（（１１））北北海海道道型型地地域域構構造造のの保保持持・・形形成成にに向向けけたた定定住住・・交交流流環環境境のの維維持持増増進進

【取組】【現状・背景】
○食料供給基地からの物流、観光地への人流を支え、
また、災害時のリダンダンシー確保を図るため、
高規格道路ネットワークの整備を推進。

○北海道は広大な地域であり、広域分散型社会を形成している※1。
○札幌と圏域中心都市間の高規格道路が未接続となっている都市※2がある

など、北海道の高規格道路ネットワークの整備は全国に比べ遅れている。

都市間距離(km)

北海道(圏域中心都市)

全国(県庁所在地)

都都市市間間距距離離のの比比較較（（北北海海道道／／全全国国））※※11

※都市同⼠の市町村役場位置を結ぶ直線距離を平均して算出

・平成28年８月豪雨災害により、道央圏と道東圏を結ぶ主要道路網が寸
断。国内生産量の約２割を占める十勝産の生乳は旭川・紋別自動車道
等を迂回して苫小牧港へ輸送。

・災害リスクが高まる中、北海道横断自動車道の整備により災害に強い
道路ネットワーク構築を推進。

■災害時のリダンダンシー確保

北⾒、函館は札幌からの
⾼規格道路が未接続

・国内生産量の約２割を占める北見産たまねぎを輸送する
臨時貨物列車は収穫期に運行されているが、減便や運休等
で輸送の安定性が課題。

・北海道横断自動車道の整備により安定性､速達性、安全性
が向上し、輸送効率化に寄与。

114422分分

338800分分

■H28年８月豪雨災害発生時の広域迂回状況

※H28.8.31/9:00時点

高高規規格格道道路路にによよるるブブロロッックク中中心心都都市市とと
県県庁庁所所在在地地ののアアククセセスス状状況況※※22

⾜寄〜陸別
令和３年度
事業再開

総合振興局・振興局所在地

六圏域中核都市

凡例

現状の課題

■物流の効率化
高高規規格格道道路路のの開開通通区区間間

ブロック中心都市

県庁等(接続済)

県庁等(未接続)

凡例

広広域域分分散散型型社社会会をを支支ええるる高高規規格格道道路路ネネッットトワワーーククのの整整備備

○ 広域分散型社会を形成している北海道において、食・観光等の基幹産業を支えるとともに、国土の強靱性を
確保し、地域間の連携強化を図るため、高規格道路ネットワークの整備を推進する。
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（（２２））北北海海道道のの価価値値創創造造力力のの強強化化にに向向けけたた多多様様なな人人材材のの交交流流・・連連携携等等のの促促進進

○ 多様な地域づくり人材の広域的・横断的な交流・連携等の支援を行うための「北海道価値創造パートナー
シップ活動」等の機能を充実させる。また、世界に誇れる、評価される取組に関し情報を発信する。

地地域域づづくくりり人人材材のの発発掘掘・・育育成成のの促促進進

北海道価値創造パートナーシップ活動

外部の
視点等

「世界の北海道」の発信

北北海海道道のの新新たたなな価価値値をを創創造造

多多様様なな
協協力力人人材材

先先行行すするる
地地域域づづくくりり
のの取取組組

連携・
交流

連携・交流

（テーマ別の課題解決に向けた取組）

テテーーママ別別ののパパーートトナナーーシシッッププ活活動動

多多様様なな人人材材のの
緩緩ややかかなな「「つつななががりり」」、、
ココミミュュニニケケーーシショョンンのの

「「ひひろろががりり」」

■テーマ別のパートナーシップ活動の取組例
事例：WEB交流会（テーマ「育てたい地域の芽」「伝えたい地域の魅力」）

■地域に関する理解等を深める取組例
事例：ほっかいどう学

○多様な取組を展開する団体間の交流を活性化し、情報の
共有化が図られるよう北海道価値創造パートナーシップ
活動への参画を促すとともに、交流の場（ＷＥＢ交流会
を含む）を通じて各団体が抱える課題の解決を支援。

○優良な取組は、世界に誇れる、評価される取組として国
内外への情報発信を推進。

○北海道の価値創造力の強化に向けて、観光等さまざまな
分野における北海道内外の人材交流の場であり、優良な
取組の評価・普及を推進する「北海道価値創造パートナ
ーシップ活動」等を展開し、国と地方公共団体等が連携
して、地域資源を活用した地域づくり等の担い手の発
掘・育成を促進している。

【現状・背景】 【取組】

北海道の自然や歴史、文化、環境などの分野に
ついて、日本や世界における北海道の役割等を
学ぶことにより、北海道に対する理解と愛着を一
層深め、北海道の強みを活かして「世界の北海
道」づくりに取り組む人材を発掘・育成する取組で、
現在NPOが活動主体となり展開。
（事務局：NPOほっかいどう学推進フォーラム）

題や取組の工夫、お互いの価値観などについて意見が交わされる場を提供。
（事務局：北海道開発局）

コロナ禍においても、地域づくりに携わ
る団体の課題解決につながる活動支
援として、令和２年度からWEB交流会
を実施。令和３年度は「育てたい地域
の芽」「伝えたい地域の魅力」をテーマ
に、活動団体間でそれぞれが抱える課
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○ 民族共生象徴空間（ウポポイ）を通じてアイヌ文化の復興・創造等を促進する。
○ アイヌの伝統等に関する知識の普及及び啓発を図るための取組を推進する。

アアイイヌヌ施施策策のの総総合合的的なな展展開開

○令和元年５月、「アイヌの人々の誇りが尊重される社会
を実現するための施策の推進に関する法律」（平成31年
法律第16号）の施行。
同法に基づき、同年９月、「アイヌ施策の総合的かつ効
果的な推進を図るための基本的な方針」を閣議決定。

○令和２年７月、民族共生象徴空間（ウポポイ）オープン。
令和３年７月までの１年間で約26万人が来場。

【現状・背景】

アイヌ施策推進法に基づき、文化振興や福祉政策に加え、
地域振興、産業振興、観光振興等を含めた総合的なアイヌ
施策を推進。

○ウポポイを通じたアイヌ文化の復興等の促進

・新型コロナウイルス感染症拡大予防策を実施するなど
適切な施設運営を実施。

・アイヌの人々の歴史、文化について国民の理解を促進
するため、コンテンツの充実等の情報発信を強化する
取組を推進。

・年間来場者数100万人を目指して、ウポポイの魅力を
発信し、誘客を促進する取組を推進。

○アイヌの伝統等に関する知識の普及啓発

・公益財団法人アイヌ民族文化財団が行う事業を通じて
国民の関心や理解を促進するための施策を一層推進。

【取組】

ウポポイは、アイヌ文化復興・創造等のための拠点。

北海道白老町に令和２年７月12日(日)オープン。

主な施設

「国立民族共生公園」「国立アイヌ民族博物館」「慰霊施設」

●北海道白老町ポロト
湖畔を中心に整備

アイヌの伝統等に関する知識の普及啓発事業の例

・札幌駅アイヌ文化

情報発信コーナー

・講演会

（（３３））アアイイヌヌ文文化化のの振振興興等等

・アイヌ文化パネル展

仕掛け弓実演・解説

提供プログラムの例

アイヌ古式舞踊
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＜取組事例＞

○ 北方領土隣接地域の振興及び住民の生活の安定に関する総合的な施策を計画的に推進するとともに、
北方領土の早期返還の実現に向けた環境整備を推進する。

○北方領土隣接地域は、北方領土問題が未解
決であるため、戦後はその望ましい地域社
会として発展が阻害される特殊な条件下に
あり、水産業の低迷、観光入込客数の減少
などによる地域産業の停滞が、北方領土隣
接地域の振興及び住民の生活の安定を図る
上で大きな懸念となっている。

【現状・背景】
○「北方領土問題等の解決の促進のための特別措置に関する法律」（昭和
57年法律第85号）に基づき北海道が作成した第８期振興計画（平成30年
度～令和４年度）の趣旨を踏まえ、北方領土隣接地域における魅力ある
地域社会を形成するため、社会資本整備を推進するとともに、北方領土
隣接地域振興等事業推進費補助金により基幹産業の付加価値向上や観光
振興等の取組を支援。

○北方領土隣接地域の観光振興を図るため、行政機関や観光協会、航空会
社、鉄道会社等の関係機関・団体等による協議会により、新たな日常に
おける当該地域への旅行者の誘客に向けた検討を実施。

【取組】

・国直轄事業、国庫補助事業（北海道庁事業）

・国庫補助事業（市町事業）・・・特別の助成（北特法第７条)

○北特法第６条に基づき北海道が振興計画を作成（平成30年５月：第８期振興計画）
○振興施策

北方領土隣接地域の振興方策

①公共事業等

②北方領土隣接地域振興等基金（内閣府）

③北方領土隣接地域振興等事業推進費補助金（国土交通省）

北海道特定特別総合開発事業推
進費の特定テーマの一つとして
「北方領土隣接地域における魅力
ある地域社会の形成」を設定。

コンブの藻場造成（根室市）

○活力ある地域経済の展開
・漁場の整備や栽培漁業の推進

宿泊機能の強化（別海町）

○地域の資源を活かした交流
人口の拡大
・滞在交流型体験型観光の推進

防災設備の改修（中標津町）

○社会・経済の安定的な発展の
基盤の形成
・経済の基礎となるインフラの整備

○北方領土隣接地域における観光は、知
床をはじめとする自然や景観そのもの
を活かしており、新たな日常において
も魅力的な形態

○観光地が広範囲に点在する上、２次交
通が脆弱 等

新たな日常における旅行者の誘客に向けた検討

モビリティ・ミックスによる観光地への
移動の円滑化のイメージ地域全体の誘客拡大

【検討内容】

（（４４））北北方方領領土土隣隣接接地地域域のの安安定定振振興興

北北方方領領土土隣隣接接地地域域のの安安定定振振興興対対策策のの推推進進

【現状及び課題】

○令和３年度に取得する旅行者のＧＰＳ
データ（夏・冬季）等を詳細に分析し
モビリティ・ミックスによる時間短縮
効果や脱炭素化等の効果検証

○課題解決に向けた取組の実施と取組方
針の作成

○情報発信・サービス提供スキーム構築

、
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２２ 農農林林水水産産業業・・食食関関連連産産業業のの振振興興｜
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ＴＭＲセンター利用（労働力削減）による
飼養頭数の増加。

○顕在化する農業の労働力不足に対応し、大規模土地利用型農業
が展開される北海道農業のポテンシャルを最大限に発揮して、
食料供給力の強化を図る必要がある。

○新技術や新たな経営形態等のイノベーションによって、若者か
ら選択される職業として農林水産業の魅力を高め、経営資源の
円滑な継承を図る必要がある。

【現状・背景】

○農地の大区画化や汎用化、排水改良等の整備と、
スマート農業等新たな農業技術の導入により、
大幅な省力化と低コスト化、高収益作物の生産
拡大による収益性の向上に向けた取組を推進。

【取組】

○ 農業の労働力不足に対応し食料供給力を強化するため、農地の大区画化・汎用化等の農地整備とともに
新たな農業技術の導入等を推進し、省力化・低コスト化、農業収益力向上による地域農業の振興を図る。

食食料料供供給給力力のの強強化化にに向向けけたた農農地地のの整整備備①①

排水改良により地耐力が高まり収穫機と
ダンプの併走が可能に（収穫と積込みを
同時に行うことで運搬速度がアップ）。

農地の大区画化と併せてＴＭＲセンター
が稼働して飼料生産を効率化。

○ＴＭＲセンターによる飼料生産

現況のほ場区画
0.3～0.5ha

整備後の標準区画
1.5～2.3ha

ほ場の大区画化と併せて農地を集積・連担
化することによって大型農業機械の導入が
可能に。

○草地整備による効率化

大区画ほ場においても自動で直進

走行でき、作業負担が軽減。

○自動操舵機能付田植機 ○ＩＣＴを活用した水管理システム

※ＴＭＲセンター：牛が必要とする全ての栄養素をバランス
よく含んだ飼料を製造して畜産農家まで配送する組織。

（（１１））イイノノベベーーシショョンンにによよるる農農林林水水産産業業のの振振興興

農地の大区画化 地域の取組の拡大

○スマート農業の実装

農地の大区画化と併せて、町がＲＴＫ－ＧＮＳＳ
基地局を設置し、農業機械の位置情報の精度を大
幅に改善。 写真提供：今金町

1,630 
1,893 1,986 

2,138

1,342 

1,331 1,289 

1,112
500 

1,000 

1,500 

2,000 

2,500 

H21 H25 H29 R2

TMR利用(11戸)
TMR非利用(13戸)

乳牛飼養頭数の推移（東宗谷地区の事例）

（頭）

※ＪＡひがし宗谷調べ

※ＲＴＫ－ＧＮＳＳ：測定位置と基地局のアンテナを用いて、
高精度に測定位置の座標を取得する衛星測位システム。
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食食料料供供給給力力のの強強化化にに向向けけたた農農地地のの整整備備②②

（北野地区の事例）

新たな農業技術の活用

○直播栽培の導入による営農の省力化 ○高収益作物の生産拡大による収益性の向上

高収益作物の生産拡大

◆直播栽培は、水田に直接種をまく稲の栽培方法。
春作業で労力のネックとなる育苗や代掻きが不要となり、
従来の移植栽培と比較して大幅な省力化が可能。

◆地下かんがいは、出芽前の理想とされる“ヒタヒタ状態”
の水管理が可能になるため、直播栽培に有効。

◆農地再編整備と地下水位制御システムの導入により、
営農や水管理の省力化を実現。

◆作業効率が大幅に向上し、余裕ができた労力でトマト、
きゅうり等の作付を拡大。

＜地域農業の新たな展開を実現＞

0 5 10 15

整備前

整備後

乾田直播

耕起 代かき 播種又は移植

14.4hr/ha

9.8hr/ha

4.8hr/ha

※ 北海道開発局調べ（H29）

▲▲5511 ％％

▲▲ 3322 ％％

北野地区における
国営緊急農地再編整備事業
整備前後の労働時間比較

トマトの作付面積(a)増加事例

トトママトトのの収収穫穫状状況況 整備前 整備後
※ 鷹栖町調べ

24
22..44倍倍

新規就農者累計人数（鷹栖町）

累累計計でで27人人がが新新規規就就農農！！

※ 鷹栖町調べ

新たな担い手の創出

播種の様子

水田の汎用化

地下かんがいを活用した乾田直播の水管理

（（１１））イイノノベベーーシショョンンにによよるる農農林林水水産産業業のの振振興興

◆作物の生育に適したきめ細かな水分供給
が可能となり、水管理を適正化・省力化。

用水路

暗渠 排水路

地下水位制御システム
（用水路と暗渠を接続することにより

地下からのかんがいも可能に）

用水路

排水路

分水栓

暗渠

水位設定
水甲

作土層

給水栓

播種後の細かな土壌
水分管理が必要な乾
田直播にも対応した
水管理が可能

従来のシステム
（暗渠は排水性の改善だけを目的）

整備前

整備後

○地下かんがいの導入による水管理の適正化・省力化

出出芽芽のの様様子子
（（イイメメーージジ））

ききゅゅううりりのの収収穫穫状状況況

11..88倍倍

きゅうりの作付面積(a)増加事例

※ 鷹栖町調べ

整備前 整備後
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○ 持続的な農業生産の前提となる農業用水を安定的に供給するために、農業水利施設の戦略的な保全管理を
省力化・高度化し、施設の長寿命化・耐震化や排水機能の強化を推進する。

○農業生産力の維持・確保と地域の防災・減災力の向上
を図るため、農業水利施設の戦略的な保全管理を省力
化・高度化し、施設の長寿命化・耐震化や排水機能の
強化を推進。

【取組】

○農業水利施設の老朽化が進行する中、施設の更新整備に当たり、
長寿命化やライフサイクルコストの低減が求められている。
また、近年、集中豪雨の増加や大規模地震の発生等、自然災害の
激甚化・頻発化による災害リスクが高まっている。

【現状・背景】

ため池の地震対策排水機場の更新用水路の更新

農農業業水水利利施施設設のの戦戦略略的的なな保保全全管管理理

【【改改修修後後のの用用水水路路（（イイメメーージジ））】】

【【用用水水路路のの改改修修状状況況】】

【【排排水水機機場場のの整整備備（（イイメメーージジ））】】

【【排排水水樋樋門門のの劣劣化化（（ひひびび割割れれ））】】 【【たためめ池池のの改改修修状状況況】】

（（１１））イイノノベベーーシショョンンにによよるる農農林林水水産産業業のの振振興興

新技術による施設保全

【【画画像像診診断断技技術術のの活活用用】】
ドドロローーンン等等でで撮撮影影ししたた写写真真かからら、、
施施設設ののひひびび割割れれ発発生生状状況況をを診診断断

ひび割れ幅
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○気候変動やそれに伴う自然災害の激甚化・頻発化が一層懸念され
ていることから、国土保全や水源涵養、地球温暖化防止等の森林
の有する多面的機能の維持・増進を図る必要がある。

○そのためには、全国の森林面積の22％を占める北海道において、
造林・間伐等の森林整備や原木の安定供給等により、森林の適正
管理と森林資源の持続的な利用を推進する必要がある。

【現状・背景】

路網整備と高性能林業機械の組合せによる森林整備の低コスト化 着実な再造林

【取組】

林業機械の走行
を想定した「森
林作業道」

路網ネットワークの整備により、林業
機械の導入や最大限の性能発揮等を促
進し、施業全体を効率化。

主伐後の植栽現場

○ 森林資源を適正に管理し、カーボンニュートラルや国土強靱化、林業の成長産業化等に貢献するため、間
伐や主伐後の着実な再造林、路網整備、自然災害を受けた被害森林の再生を推進する。

森森林林資資源源のの適適正正管管理理とと林林業業のの成成長長産産業業化化にに向向けけたた森森林林のの整整備備

（（１１））イイノノベベーーシショョンンにによよるる農農林林水水産産業業のの振振興興

○森林の有する多面的機能の発揮及び木材の安定供給
体制の構築に向けて、間伐や主伐後の再造林等の森
林整備を着実に実施するとともに、路網整備の推進
や高性能林業機械等の活用等による林業の低コスト
化を促進。

○自然災害を受けた被害森林の再生を推進。

10ｔ積み程度の
トラックの走行
を想定した「林
業専用道」

幹線となり一般
車両の走行も想
定した「林道」

（左上）立木の伐倒、枝払い、玉切り、集積が可能な「ハーベスタ」
（右上）丸太を集材して林内運搬可能な「フォワーダ」
（下） 高性能林業機械によって間伐された森林 植栽作業の様子

｜
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電動ﾌｫｰｸ 清浄海水給水栓 電動ﾌｫｰｸ

屋根付き岸壁 荷さばき所 駐車場

ひさし

漁 船

岸壁

加工場

養殖場

漁 港海 域

輸送施設

荷さばき所（市場）

天然魚

【【漁漁港港のの衛衛生生管管理理】】

○水産業の競争力強化と輸出促進に寄与する

ため、屋根付き岸壁等の施設整備と併せた

高度衛生管理対策等を推進。

○水産生物の生活史に対応した良好な生息環

境空間を創出し、海域の生産力を向上させ

るため、藻場や魚礁等の整備を推進。

○漁港機能の分担・集約により、空いた漁港
静穏水域を、増養殖等の場として活用する
など、漁港ストックの最大限の活用に資す
る施設整備を推進。

【取組】

魚類の産卵藻場等を整備

魚類を集め増やす魚礁を整備

○ 水産物の流通・生産力強化、高品質化等のため、漁港の高度衛生管理対策等を推進するとともに、海
域の生産力向上等のため、水産生物の生活史に配慮した水産環境整備を推進する。また、漁港の静穏水
域を増養殖等の場として活用し、漁港ストックの最大限の活用を図る。

【【水水産産環環境境整整備備】】 【【漁漁港港スストトッッククのの最最大大限限のの活活用用】】

○高鮮度で安全な水産物を国内に
安定供給するとともに、拡大す
る世界の食市場を獲得するため、
輸出先国の求める品質･衛生基準
に応えることが必要。

○北海道の漁業生産量は長期的に
減少傾向であるとともに、気候
変動等により魚類を育む藻場等
が減少。

○人口減少や高齢化の進行等により
漁村活力が低下し、漁港ストック
の有効活用が課題。

【現状・背景】

水水産産物物のの安安定定供供給給にに向向けけたた漁漁港港・・漁漁場場のの整整備備

（（１１））イイノノベベーーシショョンンにによよるる農農林林水水産産業業のの振振興興

漁港ストックを有効活用した
増養殖等のイメージ

【【漁漁港港スストトッッククのの最最大大限限のの活活用用】】

ナマコ試験礁を設置し、ナマコ種苗を放流
港口にナマコ流出防止フェンスを
設置（船外機船は航行可能）

中型のホタテ
漁船は
他地区へ
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今⾦町

（（事事業業中中））
北北海海道道縦縦貫貫自自動動車車道道
七七飯飯～～大大沼沼

（（事事業業中中））
北北海海道道縦縦貫貫自自動動車車道道
七七飯飯～～大大沼沼

＜農業生産基盤の整備と高規格道路等による物流基盤の強化＞

○北海道は、ばれいしょをはじめとする多くの作物の生産量が全
国１位を占める、我が国で最大の食料供給基地である。

○関東や関西などの大消費地からのニーズが高い一方、物流コス
トが高いというデメリットがあり、生産地から遠隔消費地への
安定的・効率的な輸送体系の構築を推進する必要がある。

○国営緊急農地再編整備事業等の農業農村整備事業を推進。

○生産地と道内消費地及び道外への物流拠点を連絡する高
規格道路等の整備を推進。

○道外への移出が行われる苫小牧港等の港湾において物流
機能の強化を推進。

（（２２））「「食食」」のの高高付付加加価価値値化化とと総総合合拠拠点点づづくくりり

○ 農産物の安定生産を図る農業農村整備事業、食料の安定輸送を支える道路事業、港湾事業等の連携によ
る物流ネットワークの構築を推進し、遠隔消費地への安定的なサプライチェーンを強化する｡

農農業業農農村村整整備備事事業業、、道道路路事事業業、、港港湾湾事事業業のの連連携携にによよるるササププラライイチチェェーーンンのの強強化化①①

■■フフーードドササププラライイチチェェーーンンのの強強化化事事例例（（ばばれれいいししょょ））
【【全全国国ばばれれいいししょょ収収穫穫量量】】

出典：令和元年産野菜生産出荷統計（農林水産省）

北北海海道道はは
全全国国一一ののばばれれいいししょょ産産地地

北海道
1,887千t（91.6％）

都府県
173千t（8.4％）

道道外外出出荷荷のの
約約66割割はは函函館館経経由由
約約44割割はは苫苫小小牧牧経経由由

凡凡 例例

道外移出時のトラック輸送ルート

道外移出時の鉄道輸送ルート（鉄道区間）

国営緊急農地再編整備事業

高規格道路

国道

道道

今今金金町町ににおおけけるる「「食食」」のの高高付付加加価価値値化化のの取取組組事事例例

・・今今金金町町でではは、、ばばれれいいししょょ品品種種をを男男爵爵にに統統一一しし、、品品質質管管理理をを徹徹底底。。
・・国国営営緊緊急急農農地地再再編編整整備備事事業業をを実実施施しし、、農農業業生生産産性性のの向向上上にに取取組組。。
・・規規格格外外品品ととのの差差別別化化をを図図るるたためめ、、「「今今金金男男ししゃゃくく」」をを地地域域団団体体
商商標標（（22001188））、、地地理理的的表表示示保保護護制制度度（（ＧＧＩＩ））（（22001199））にに登登録録。。

・・ラライイママンン価価（（デデンンププンン含含有有率率））1133..55％％以以上上とと他他品品種種平平均均値値よよりり
１１割割程程度度高高くく、、品品質質のの高高ささかからら２２割割以以上上高高値値でで取取引引。。

国国営営緊緊急急農農地地再再編編整整備備事事業業
「「今今金金北北地地区区」」「「今今金金南南地地区区」」のの概概要要

・・今今金金町町及及びびせせたたなな町町のの農農地地22,,772211hhaaをを対対象象にに、、
区区画画整整理理とと用用水水改改良良をを実実施施。。

・・担担いい手手へへのの農農地地のの利利用用集集積積、、経経営営規規模模拡拡大大をを
図図りり、、農農業業のの振振興興、、地地域域のの活活性性化化をを推推進進。。

整備前の水田
（約0.3ha×35区画）

整備後の水田
（標準1.1ha×8区画）

JRコンテナ
（函館貨物駅経由）

26.3%

陸送トラック
（函館港経由）

36.8%

陸送トラック
（苫小牧港経由）

36.8%

道道外外出出荷荷のの
約約６６割割はは函函館館経経由由
約約４４割割はは苫苫小小牧牧経経由由

※出荷量の９割が道外向け
（うち約９割は関東向け）

出典：JA今金町聞き取り

函函館館貨貨物物駅駅

苫苫小小牧牧港港

【【今今金金町町ののばばれれいいししょょのの道道外外へへのの出出荷荷内内訳訳】】 【【今今金金町町ののばばれれいいししょょのの道道外外へへのの出出荷荷経経路路】】

（（青青森森港港かからら陸陸送送トトララッックク
でで東東京京方方面面へへ））

（（大大洗洗港港かからら陸陸送送トトララッッククでで東東京京方方面面へへ））

函函館館港港

【現状・背景】 【取組】

（（東東京京方方面面へへ））
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○苫小牧港は北海道と本州を結ぶＲＯＲＯ船※及びフェリー
定期航路が週104便就航（令和３年４月現在）しており、
北海道産農水産物の移出等の重要な物流拠点となってい
る。

○道内の基幹産業に必要となる原材料（配合飼料原料（と
うもろこし）、原油、パルプ・チップ用材等）は輸入に
依存しており、ほぼ100％を海運が担っている。

※ＲＯＲＯ船：貨物を積んだトラックやトレーラーが自走して乗り
降りすることができる船舶。

○北海道産農水産物の移出等を支える国内物流の機能強化及び
安定性確保を図るため、複合一貫輸送※ターミナル等の整備
を推進（苫小牧港等）。

○道内の基幹産業に必要となる原材料の輸入を支える国際物流
の機能強化及び安定性確保を図るため、国際物流ターミナル
の整備を推進（苫小牧港、釧路港、石狩湾新港等）。

※複合一貫輸送：ある貨物が船舶・トラック・鉄道・航空機といった複
数の輸送手段により中継して運ばれる場合に、詰めら
れた貨物が中継地で開封されることなく、荷受人に届
けられる輸送。

苫小牧港西港区真古舞地区における国際物流ターミナル整備事業

・苫小牧港は、様々な産業が集積する重要な物流拠点となっているが、西港区では年間20,000時間超の滞船が発生し、そのうち４割が
中央北ふ頭に集中しており、滞船解消が課題。

・未利用となっている旧貯木場水面を埋め立て、新たに水深12mの岸壁を整備することで、米、とうもろこし、飼肥料等の荷役効率化を
図り、産業競争力を強化。

農農業業農農村村整整備備事事業業、、道道路路事事業業、、港港湾湾事事業業のの連連携携にによよるるササププラライイチチェェーーンンのの強強化化②②

（（２２））「「食食」」のの高高付付加加価価値値化化とと総総合合拠拠点点づづくくりり

＜港湾における物流機能の強化＞

恒常的に混雑している中央北ふ頭

中中央央北北ふふ頭頭はは
常常にに混混雑雑

背後ヤードの一体的な
利用で荷役を効率化

老朽化・荷役形態が変化
した施設の利用転換

新新規規ババーーススのの整整備備にによよりり、、西西港港区区全全体体のの混混雑雑緩緩和和にに寄寄与与

水面貯木場は老朽化・
荷役形態の変化により
利用されていない

【現状・背景】 【取組】
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北海道横断自動車道根室線

北
海
道
縦
貫
自
動
車
道

深川留萌
自動車道

道央圏
連絡道路

東東川川町町ににおおけけるる米米のの輸輸出出のの取取組組

○ 新たな成長分野として見込まれる農水産物の輸出促進に対応するため、農業の生産性向上を図る農業生
産基盤の整備、農水産物の輸出に戦略的に取り組む港湾における輸出促進に資する港湾施設の整備を推進
するとともに、高規格道路の交通ネットワークの構築を推進する。

農農業業農農村村整整備備事事業業、、道道路路事事業業、、港港湾湾事事業業のの連連携携にによよるる農農水水産産物物のの輸輸出出促促進進

○国営緊急農地再編整備事業等の農業農村整備事業を推進。
○輸出拠点港湾における輸出環境の改善を推進。
○屋根付き岸壁の整備により、鳥害、日射等による水産物の品
質低下を防ぎ、商品価値の向上、輸出競争力の強化を推進。

○農産物の産地や連携水揚港湾と輸出拠点港湾を結ぶ高規格道
路の整備を推進。

小口貨物積替円滑化支援施設

小小口口貨貨物物積積替替円円滑滑化化支支援援施施
設設等等のの整整備備にによよりり、、輸輸出出環環
境境をを改改善善((整整備備済済))。。

連連携携水水揚揚港港湾湾
((苫苫小小牧牧港港・・紋紋別別港港・・根根室室港港・・枝枝幸幸港港・・増増毛毛港港))

屋屋根根付付きき岸岸壁壁のの整整備備にによよりり、、商商品品価価値値をを向向
上上ささせせ、、輸輸出出競競争争力力をを強強化化。。

屋根付き岸壁の利用状況イメージ
輸輸出出拠拠点点港港湾湾

((苫苫小小牧牧港港・・石石狩狩湾湾新新港港))

（（３３））「「食食」」のの海海外外展展開開

凡 例

高規格道路
開通区間
事業区間
未事業区間

輸出ルート（水産物）

輸出ルート（米）

□□□□

■■■■

・・東東川川町町はは道道内内有有数数のの良良食食味味米米産産地地でであありり、、「「農農林林水水産産
物物・・食食品品のの輸輸出出拡拡大大戦戦略略」」にに基基づづくく米米のの輸輸出出産産地地。。

・・町町全全体体でで国国営営緊緊急急農農地地再再編編整整備備事事業業にによよるる農農地地のの大大区区画画
化化をを実実施施しし、、高高品品質質米米のの安安定定生生産産にに取取りり組組むむ。。

・・台台湾湾、、中中国国、、ロロシシアアへへ米米のの輸輸出出をを行行っってておおりり、、輸輸出出量量はは
77..22tt((22001177))かからら4433..44tt((22002200))にに増増加加。。

日本大使館のレセプションで
「ひがしかわボール」を提供東川町での水稲の生産

ココンンテテナナ船船等等
にによよりり輸輸出出

苫小牧港
（輸出拠点港湾・
連携水揚港湾）

ココンンテテナナ船船（（国国際際フフィィーーダダーーをを含含むむ））
等等にによよりり輸輸出出

増毛港
（連携水揚港湾）

枝幸港
（連携水揚港湾）

紋別港
（連携水揚港湾）

石狩湾新港
（輸出拠点港湾）

根室港
（連携水揚港湾）

○道産食品の輸出促進に向けて、高品質な農水産物の生産
による輸出競争力の強化が求められている。

○港湾において、農水産物の輸出需要の増加への対応、鳥
害や日射等による水産物の品質低下が課題となっている｡

○農水産物の輸出拠点港湾までの輸送ルートのアクセス性
確保、効率的な輸送体系の構築が課題となっている。

旭川紋別自動車道

旭川東神楽道路

R3年度部分開通予定

農水産物の輸出促進の取組事例

国営緊急農地再編整備事業
「大雪東川第一地区」
「大雪東川第二地区」

【現状・背景】 【取組】

輸出拠点港湾

連携水揚港湾

農農産産物物のの輸輸出出事事例例
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３３ 世世界界水水準準のの観観光光地地のの形形成成｜
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✈

○ 航空ネットワークの拠点となる空港機能の強化、港湾におけるクルーズ船の受入環境の整備、観光地や
主要な空港・港湾等からのアクセス強化を図る高規格道路の整備を推進するとともに、旅行者の安全・安
心かつ広域的な周遊を促進する取組を推進する。

移移動動・・周周遊遊をを支支ええるる交交通通ネネッットトワワーーククのの整整備備①①

（（１１））国国内内外外のの旅旅行行者者のの受受入入環環境境整整備備

○新千歳空港では降雪シーズン(11月～３月)に欠航や遅延が
多く発生しており、冬期の安定運航が課題。

○航空需要の回復・増大へ的確に対応するため、空港機能の
強化が必要。

【現状・背景】

＜航空ネットワークの拠点となる空港機能の強化＞

✈

①末端取付誘導路
複線化(北側)

①末端取付誘導路
複線化(南側)

デデアアイイシシンンググ
エエププロロンン((予予定定))

ＢＢ 滑滑 走走 路路

ＡＡ 滑滑 走走 路路

ＤＤ((平平行行))誘誘導導路路

駐機場

((運運用用中中))

✈

((除除雪雪車車両両))

✈

○末端取付誘導路が１本しかなく、除雪車両が滑走路上で待機

⇒『①末端取付誘導路複線化』により航空機と除雪車両の動線を分離

○デアイシング※の有効時間超過等の航空機が、滑走路を走行して

駐機場へ引き返し

⇒『②平行誘導路複線化』により、滑走路を使わず駐機場へ引き返し

②平行誘導路複線化

年年間間をを通通ししてて旅旅行行者者をを安安定定的的にに輸輸送送すするる新新千千歳歳空空港港のの対対策策

※航空機に対する防除雪氷作業

日付
滑走路が閉鎖された合計時間 欠航便数

（欠航割合）

滞留者数
（施設内で夜を明かした

利用客数）A滑走路 B滑走路

12/22(木) 6時間46分 10時間 224便（59％） 約3,000人

12/23(金) 9時間4分 14時間30分 284便（72％） 約6,000人

12/24(土) 6時間 6時間59分 103便（25％） 約2,600人

合計 21時間50分 31時間29分 611便（52％） 約11,600人

平成28年北海道地方は大雪に見舞われ３日間で611便が欠航、

延べ約11,600人が空港内に滞留した。 ※出典：総務省ＨＰ

■原因と対策

以上の対策により、除雪作業の効率化や航空機輻輳を防止し、滑走
路閉鎖時間を短縮させ、航空機の遅延や欠航の回避・軽減を図る。

○新千歳空港において冬期の安定運航を図るため､誘導路の複
線化、滑走路端近傍のデアイシングエプロンの整備を推進し、
航空機の遅延や欠航の回避・軽減を図る。

○新千歳空港、函館空港等において、空港の安全・安心な運
用に資する空港施設の整備を推進。

【取組】

｜
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○寄港地で安心してクルーズ船の受入れができるよう、新型コ
ロナウイルス感染症に備えた体制（クルーズ船受入協議会等）
を関係者と連携して構築。

〇各港湾管理者において、感染症対策として検温設備（サーモ
グラフィ）や隔離設備（コンテナハウス）等を導入。

○函館港、小樽港等において、引き続き、既存岸壁を活用した
クルーズ船の受入れに必要な環境整備を推進。

○みなとオアシスの活用も図りながら、関係者と連携してクル
ーズ旅客等の観光交流を促進。

【取組】

＜クルーズを安心して楽しめる環境づくり＞

移移動動・・周周遊遊をを支支ええるる交交通通ネネッットトワワーーククのの整整備備②②

（（１１））国国内内外外のの旅旅行行者者のの受受入入環環境境整整備備

函館港に寄港するクルーズ船(H31.4)

ククルルーーズズ船船受受入入協協議議会会

港港湾湾管管理理者者

危危機機管管理理部部局局
（（警警察察、、海海保保））

受受入入条条件件をを設設定定のの上上、、
受受入入れれのの合合意意形形成成

ククルルーーズズ船船着着岸岸箇箇所所

手続き後検温を実施

ババススののりりばば

タタククシシーー
ののりりばば

市街地へ

有有症症状状者者のの
隔隔離離ススペペーースス

隔離設備（コンテナハウス）

通路等の遮蔽設備

検温設備（サーモグラフィ）

【【ココロロナナ禍禍ににおおけけるる取取組組】】

乗乗
客客

有有
症症
状状
者者

【【新新型型ココロロナナウウイイルルスス感感染染症症のの感感染染防防止止対対策策イイメメーージジ】】

衛衛生生主主管管部部局局

北北海海道道開開発発局局

そそのの他他

協議会の開催状況

○新型コロナウイルス感染症の拡大を踏まえ、安全・安心な
クルーズ運航の再開に向けて、令和２年９月に「クルーズ
の安全・安心の確保に係る検討・中間とりまとめ」を公表。
これに合わせて、業界団体がクルーズ船及び受入港の感染
症対策に関するガイドラインを策定。11月にはクルーズ運
航が再開。

○令和３年５月からは道内への寄港が予定されていたものの、
感染症の影響によりキャンセルが相次いだところ、再び安
心してクルーズを楽しめるよう、クルーズ船の受入環境を
整備することが必要。

【現状・背景】

｜
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広広域域観観光光周周遊遊ルルーートト

広広域域観観光光周周遊遊ルルーートト

函館新外環状道路
空港道路(R3.3.28全線開通)

釧路空港IC(仮称)

北海道横断自動車道
(本別～釧路)

旭川東神楽道路
(R3部分開通予定)

【現状・背景】

移移動動・・周周遊遊をを支支ええるる交交通通ネネッットトワワーーククのの整整備備③③

＜観光地や空港・港湾からの２次交通の強化＞

（（１１））国国内内外外のの旅旅行行者者のの受受入入環環境境整整備備

○北海道内における７空港一括運営委託を受け、各空港からの
２次交通を支える交通ネットワークの強化が必要。

○広大な北海道における観光周遊の定時性・速達性の実現によ
り広域観光周遊ルートの魅力の向上に努めることが必要。

○函館新外環状道路空港道路の令和２年度全線開通に伴い、函
館空港へのアクセス時間の短縮が図られるとともに、現道の
交通混雑が緩和され、函館市内観光地へのアクセスが改善。

【取組】

■■２２次次交交通通をを支支ええるる道道路路事事業業のの例例
（（高高規規格格道道路路 旭旭川川十十勝勝道道路路（（旭旭川川東東神神楽楽道道路路））））

■■空空港港等等拠拠点点かかららのの２２次次交交通通をを支支ええるる交交通通ネネッットトワワーークク

【函館IC～函館空港間の所要時間の変化】

空港道路
整備前

(一般道通行時)

夏期

冬期

30分

33分

空港道路
函館空港IC開通後
（ R3.3.28 ）

19分短縮

21分短縮

夏期

冬期
11分

12分

（事業中）
旭川東神楽道路
L=10.1km

旭川空港

旭川空港（旭川市）

（整備済）
L=10.1km

至 層雲峡、紋別、知床

写真① 旭川東神楽道路周辺の混雑状況

現現在在、、空空港港かからら旭旭川川北北
IICC間間はは、、旭旭川川市市街街地地をを
通通行行しし、、主主要要渋渋滞滞箇箇所所
がが複複数数存存在在

旭旭川川東東神神楽楽道道路路にによよりり、、
旭旭川川空空港港とと高高規規格格道道路路IICC
がが直直結結しし、、広広域域観観光光周周遊遊
ルルーートトがが改改善善

Ｒ３年度
旭川市東旭川町旭正

～東神楽町東神楽
開通予定

旭山動物園（旭川市）

凡凡例例

高規格道路（整備済区間）
旭川空港からの広域観光周遊ルート
(現在)

高規格道路（事業中区間）
旭川空港からの広域観光周遊ルート
(旭川東神楽道路開通後)

高規格道路（未事業区間） ● 主要渋滞箇所

至 宗谷

○観光地や空港への定時性・速達性を向上させる高規格道路等
の整備を推進（北海道横断自動車道(本別～釧路)阿寒ＩＣ～
釧路西ＩＣ間、旭川十勝道路(旭川東神楽道路)等）。

○地域活性化ＩＣとして釧路空港ＩＣ（仮称）を整備すること
により、釧路空港のゲートウェイ機能の拡大を図り、周遊観
光の活性化を促進。

地地域域のの声声
空港から直行できることは、観光地の滞在
時間増加につながります。(旅行事業者)
道路の整備により、スムーズな移動が可能
となり、より多くの観光地を周遊することが
でき、満足度の向上が期待されます。
（沿線自治体職員）

釧路空港IC(仮称)
整備イメージ

240

38

釧釧路路西西IC

阿阿寒寒ＩＩＣＣ

(一)山花鶴丘線
（事業中）

釧路空港IC
(仮称)

Ｒ６年度開通予定
阿寒IC～釧路西IC

38

至釧路

至阿寒

北海道横断自動車道(本別～釧路)
釧路空港IC(仮称)周辺拡大図
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道央圏
72.8%

地方部
27.2%

空知圏
0.4%

石狩
3.2%

札幌市
44.0%

後志
13.9%

胆振
11.2%

道南圏
8.8%

道北圏
12.2%

オホーツク圏
1.6%

⼗勝圏
2.2%

釧路・根室圏
2.4%

＜北海道ドライブ観光促進プラットフォーム等の取組＞

地地域域資資源源をを活活かかししたた多多様様なな観観光光メメニニュューーのの充充実実①①

○外国人ドライブ観光の促進を目的に、平成30年６月に「北海道ドライブ観光
促進プラットフォーム」を設立。令和３年12月末現在では106機関で活動。

○これまでに、外国人ドライブ観光客の移動や滞在状況をＧＰＳデータで取
得・分析し、構成員間で共有。道内地方部への誘客に活用。

○北海道における訪日外国人へのレンタカー貸出件数は５年で約５倍に急増し
たが、コロナ禍において大幅に減少。

【現状・背景】
○コロナ禍における道内観光客の移動や滞在状
況に関するＧＰＳデータを令和２～３年度に
取得・分析。

○この結果を踏まえ、ポスト・コロナを見据え
て国内旅行とインバウンドの両輪で、道内地
方部への誘客や受入環境整備・改善を検討。

【取組】

【外国人の道内圏域別宿泊割合】

○ 外国人ドライブ観光の促進に取り組む「北海道ドライブ観光促進プラットフォーム」において、インバウ
ンド需要が戻るまでの時間を活用して、感染症の下での道内観光客の移動・滞在状況を分析し、ポスト・コ
ロナを見据え、国内旅行とインバウンドの両輪での受入環境整備・改善の検討を推進する。

《インバウンドの分析結果》

（（２２））世世界界にに通通用用すするる魅魅力力ああるる観観光光地地域域づづくくりり

外国人ドライブ観光客
(GPSデータ:2019年)

※道内観光客 (GPSデータ:2020-2019年増減率) 

【道内観光客（令和２年）対前年比 来訪増加箇所】

出典︓北海道開発局資料出典：北海道開発局「北海道における外国人ドライブ観光の2019年分析結果」

出典：北海道「北海道観光入込客数調査報告書」
から北海道局作成

道央圏
52.9%

地方部
47.1%

空知
0.5%

石狩
4.2%

札幌市
27.4%

後志
10.3%

胆振
10.2%道南圏

6.9%

道北圏
23.8%

オホーツク圏
6.0%

⼗勝圏
3.5%

釧路・根室圏
7.0%

(宿泊データ取得ユーザー数 1,819人）
N＝宿泊延べ数 6,664人泊

来道外国人旅⾏者全体
(2019年)

・外国人ドライブ観光客は、来道外国人旅行者全体に比べ、
地方を訪れる傾向にあり、長い期間滞在。

・令和２年の道内観光客は、地方部の屋外施設や一部道の駅
への来訪が増加。

《道内観光客の移動に関するデータの取得結果》

凡例
10kmメッシュ別

日別 滞在者数 増減率(％)
, -70.1  以上
, - 50.1   – -70.0
, -30.1   – -50.0   

10.1   – -30.0
-10.0   – -10.0
-30.0   – -10.1
-50.0   – -30.1
-70.0   – -50.1
-70.1  以下

アプリ利用旅行者数増減率(%)

70.1 ％以上
50.1 ～ 70.0%

※50.1%以上
増加した施設を明示

N＝宿泊延べ数 853万人泊

｜
3
0
｜



○安全で快適なドライブ観光を支える道路や道の駅の
整備、交通結節点の整備による公共交通との連携強
化、道の駅周辺の観光・道路情報発信に取り組み、
道路利用者の満足度向上と道内地方部への誘客を促
進。

○道の駅において、キャッシュレス決済化など感染症
対策を含めた安全・安心な受入環境の整備やコロナ
禍における観光情報提供の取組を促進。

○案内標識の英語表記やピクトグラムを含めた観光地
案内、ＪＮＴＯ※認定外国人観光案内所の設置など
外国人旅行者へのわかりやすい情報提供等の取組を
推進。 ※ＪＮＴＯ：日本政府観光局

【【観観光光地地案案内内のの改改善善事事例例】】

安心で快適なドライブ環境整備

道路管理者との
連携によるピク
トグラムを使っ
た「ウポポイ」
への分かりやす
い案内

＜ドライブ観光の推進＞

地地域域資資源源をを活活かかししたた多多様様なな観観光光メメニニュューーのの充充実実②②

（（２２））世世界界にに通通用用すするる魅魅力力ああるる観観光光地地域域づづくくりり

大自然の中を
一直線に貫く
中標津ミルク
ロード

アイヌ文化の復
興・創造等に関す
る中核的な役割を
担う民族共生象徴
空間「ウポポイ」

【【観観光光ババススとと道道のの駅駅「「ガガーーデデンンススパパ十十勝勝川川温温泉泉」」のの連連携携】】

温泉組合や観光協会と
協力し、温泉街の魅力
向上や公共交通支援の
一環として、道の駅を
バス発着場として運行

ニセコビュープラザ 流氷街道網走

○ 道内や国内の観光需要の早期回復に向けて、安全で快適なドライブを支える道路整備や道の駅整備、観光
地案内や道路情報提供の充実、公共交通との連携強化等に取り組み、国内に類を見ない雄大な自然等を活か
したドライブ観光を推進する。

○ また、ポスト・コロナにおけるインバウンド回復を見据え、多言語による道路情報提供等を進める。

※令和３年度は、
釧路･根室･オホーツク地域
の道の駅（12箇所）や観
光案内所で運用。

スマートフォンに
よるQRコードの読
取により情報発信

【【道道のの駅駅ににおおけけるる情情報報発発信信】】

【取組】

【現状・背景】
○北海道における訪日外国人へのレンタカー貸出件数
は増加傾向であったが、コロナ禍で大幅に減少。

○道内客の約７割が自家用車、道外客の約３割がレン
タカーを移動手段として利用しているが、観光・旅
行全体に比べて交通の利便性に関する満足度が低い
ことが課題。

○コロナ禍において、道内観光客による地方部の屋外
施設や道の駅への来訪が増加しており、道の駅にお
ける感染症対策を含めた安全・安心な受入環境の整
備や情報提供が必要。

【【「「道道のの駅駅」」ののＪＪＮＮＴＴＯＯ認認定定外外国国人人観観光光案案内内所所】】

｜
3
1
｜



○北海道は観光地間の距離が長いため、移動そのものを楽しむドラ
イブ観光促進が重要｡雄大な道路景観は重要な地域資源の一つ｡

○ドライブ観光促進に向けて、沿道景観を保全する総合的な施策を
展開するため、「シーニックバイウェイ北海道」を全国に先駆け
て平成17年３月から本格展開。

○地域と行政が連携し､指定13ルート､候補３ルートの約460団体が
景観・地域・観光空間づくりに参画(令和３年４月時点)｡

○平成30年から北海道の道路を、観光客を呼び込む「みち」に育て
ていく「秀逸な道」の試行を実施し、地域への愛着・誇りのより
一層の形成にも貢献。

【現状・背景】 【取組】

○ 「シーニックバイウェイ北海道」において、魅力ある道路景観を地域の重要な観光資源の一つとして確立
するため、特に魅力的な区間について景観の維持・形成、情報発信を重点的に推進するシーニックバイウェ
イ「秀逸な道」の取組を引き続き推進し、地域との協働を通じて生産空間のコミュニティ維持を推進する。

地地域域資資源源をを活活かかししたた多多様様なな観観光光メメニニュューーのの充充実実③③

＜「シーニックバイウェイ北海道」の推進＞

（（２２））世世界界にに通通用用すするる魅魅力力ああるる観観光光地地域域づづくくりり

○「秀逸な道」として令和３年度に指定した12区間について、
景観の維持・形成、情報発信等の取組の推進や拡充を図り、
多様な関係主体の連携の下、地域の観光資源として活用す
ることにより、北海道のドライブ観光をより一層促進。

○地域の活動団体や多様な関係機関・企業等との連携により、
魅力ある道路景観を守り育てる取組や、道内各地へのドラ
イブ観光需要を喚起して、周辺観光資源と合わせた周遊を
促進するための情報発信を促進。

○ (国研)土木研究所寒地土木研究所と連携し、良好な景観形
成に資する屋外公共空間の評価、魅力向上及び利活用促進
に関する技術研究開発を推進。

撤去後

・道路管理者による取組例
役割を終えた道路附属物の撤去等

・地域の活動団体による取組例

除草 除雪

宗谷シーニックバイウェイ
「秀峰・利尻山を望む道」

天塩川シーニックバイウェイ
「日本一のそば畑を走る道」

萌える天北オロロンルート

＜候補＞
空知シーニックバイウェイ－体感未来道－

＜候補＞
層雲峡・オホーツク
シーニックバイウェイ ＜候補＞

知床ねむろ・北太平洋
シーニックバイウェイ

宗谷シーニックバイウェイ
「大地の息吹を感じる
宗谷周氷河の道」

札幌シーニックバイウェイ
藻岩山麓・定山渓ルート

「森を抜ける公園のような道」

支笏洞爺ニセコルート
「美しく変化する羊蹄山の
稜線に寄り添う道」

どうなん・追分シーニックバイウェイルート

支笏洞爺ニセコルート
「支笏湖ブルーに出逢う道」

支笏洞爺ニセコルート
「洞爺湖の美しさ、火山の迫力を感じる道」

函館・大沼・噴火湾ルート

十勝シーニックバイウェイ 南十勝夢街道

十勝シーニックバイウェイ トカプチ雄大空間

大雪・富良野ルート
「十勝岳と四季を彩る
花々に出逢う道」

釧路湿原・阿寒・摩周シーニックバイウェイ
「大自然の中を一直線に貫く中標津ミルクロード」

釧路湿原・阿寒・摩周シーニックバイウェイ
「美幌峠と屈斜路湖を風のように吹き抜ける道」

十勝シーニックバイウェイ 十勝平野・山麓ルート
「樹海に佇む天空の道」

東オホーツクシーニックバイウェイ
「一面の流氷が織りなす
グレートネイチャーを体験する道」

スマートフォンアプリに
よる情報発信

札幌駅前通地下歩行空間
（チ・カ・ホ）でのパネル展示

道内各地へのドライブ観光需要を喚起し、
周辺観光資源との連携により周遊を促進

■■ドドラライイブブ観観光光のの促促進進にに向向けけたた情情報報発発信信

十勝平野・山麓ルート

（国道274号）

支笏洞爺ニセコルート

（国道453号）

門型標識柱の撤去前

■■シシーーニニッッククババイイウウェェイイ「「秀秀逸逸なな道道」」選選定定区区間間 ■■良良好好なな景景観観のの維維持持・・形形成成

｜
3
2
｜



【現状・背景】

＜サイクルツーリズムの推進＞

地地域域資資源源をを活活かかししたた多多様様なな観観光光メメニニュューーのの充充実実④④

（（２２））世世界界にに通通用用すするる魅魅力力ああるる観観光光地地域域づづくくりり

・北海道の地域カバー率97%
を超えるセコマグループと
『北海道の生産空間の維
持・発展に資する連携協力
協定』（令和３年６月21
日）を締結し、休憩施設の
空白地帯においてサイクル
ラック設置の試行を実施。 サイクルラックの設置

（イメージ）

広大な自然環境や美しい景
観を活かした魅力的なサイ
クリングルート

河川の堤防天端を活用した
安全なサイクリングルート

・令和３年５月31日、日本を代表し、世界に誇りうるサイク
リングルートとしてトカプチ400が指定。

■■ココンンビビニニととのの連連携携

連携協議会 ：北海道開発局、北海道運輸局、北海道、北海道商工会議所連合会、北海道観光振興機構、
シーニックバイウェイ支援センターにより構成

ルート協議会：質の高いサイクルツーリズムを提供する団体。市町村、総合振興局・振興局、開発建設部、
民間事業者団体（観光協会、商工会議所等）、自転車関連団体等により構成

ナナシショョナナルルササイイククルルルルーートト
（（令令和和3年年5月月31日日指指定定））

○「世界水準のサイクリング環境」構築のため、平成29年度から、モデル
ルートにおいて各種取組を試行。その結果を踏まえ､令和元年８月に北
海道サイクルルート連携協議会を設立するとともに、北海道のサイクル
ツーリズム推進方針を策定。現在、全道８ルートにおいて受入環境整備
の取組を推進。

〇これらの取組の成果として、令和３年５月には日本を代表するナショナ
ルサイクルルートにトカプチ400が指定。

○北海道では、上記協議会と連携し、北海道サイクルルートの一部を形成
する大規模自転車道を整備。現在10路線・297kmが整備済。

■■ナナシショョナナルルササイイククルルルルーートト

路面への通行位置明示ルートの案内サイン

「北海道サイクルルート連携協議会」（令和元年８月設立）にて、質の高
いサイクルツーリズムを提供する団体（ルート協議会）を募集。

■■ルルーートト協協議議会会のの登登録録状状況況 ■■大大規規模模自自転転車車道道のの計計画画路路線線

網走常呂自転車道線 支笏湖公園自転車道線

【取組】
○全道各地のルート協議会で策定されたアクションプ
ランにより、民間と行政が一体となってサイクルル
ートの受入環境・自転車走行環境の改善、情報発信
を推進。

○ナショナルサイクルルートに指定されたトカプチ
400において、初級者や一般の観光客をターゲット
にした地域ルートの設定等を推進。

○北海道が整備を進める大規模自転車道の整備を引き
続き促進。

○ 世界水準のサイクルツーリズム環境の実現に向け、安全で快適な自転車走行環境やサイクリストの受入環
境の改善、情報発信等の取組を推進する。

2.釧路阿寒自転車道線

4.十勝川温泉帯広自転車道線

10.札幌恵庭自転車道線

3.支笏湖公園自転車道線

6.真駒内茨戸東雁来自転車道線

1.滝野上野幌自転車道線

8.網走常呂自転車道線
5.深川砂川自転車道線

9.旭川層雲峡自転車道線
7.利尻富士利尻自転車道線

凡例
国道
自転車道
国立･国定公園

● ●
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＜河川空間を活用したツーリズムの推進（「かわたびほっかいどう」プロジェクト）＞

○ 世界水準の観光地形成のため、四季折々の川の自然環境や景観、水辺活動やサイクリング環境等、河川
空間が有するポテンシャルを活用したツーリズムを推進する。

天塩川での探検をきっかけに松浦武四郎が北海道と命名してから150年となる平成30年を契機
として、川を軸とした地域づくり、観光振興の取組を拡大。 かわたびほっかいどう 検索

泥泥炭炭層層のの体体験験

●川を知ってもらう ●つながる

「かわたびコー
ディネーター」
設置、民間等と
の「かわたび交
流会」を発足し、
川の魅力情報発
信や観光ツアー
を企画・調整。

ＳＮＳ等を活用
して川に関する
情報を発信。
また、札幌駅地
下広場公共サイ
ネージを活用し
ての情報発信。

●河川空間の魅力向上・水辺利活用の促進

地域と連携した取
組により河川空間
の魅力を向上させ
るとともに、水辺
利活用を促進。

赤平市と連携した
川下り×炭鉱遺産を学ぶツアー

「かわたびほっかいどう」プロジェクト

○水辺利活用に係るニーズの発掘・マッチングの促進、地
域と連携した魅力的な水辺空間の創出等により、地域づ
くり・観光振興に貢献する「かわたびほっかいどう」プ
ロジェクトを全道的に推進。

○河川空間を活かした多様な観光メニューを充実させるとと
もに、観光地域づくりを担う人材育成を通じて、北海道が
世界に評価され、将来にわたって人々をひきつける地域と
なるような取組が必要。

【取組】【現状・背景】

（（２２））世世界界にに通通用用すするる魅魅力力ああるる観観光光地地域域づづくくりり

地域のキーパーソンを入れた
かわたび交流会

交流会でのつな
がりがきっかけ
となったツアー
企画。

水辺を活かした観光ツアー企画

夕張市と連携し、実現した
新たな試みアイスカルーセル
（氷のメリーゴーラウンド）

世界初！ダム湖で
アイスカルーセル

地地域域資資源源をを活活かかししたた多多様様なな観観光光メメニニュューーのの充充実実⑤⑤
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○「公共施設見学ツアー」を平成25年度から実施。令和元年度から「歴
史」「産業」「文化」「食」等のテーマを取り入れインフラ整備と地
域発展のストーリーを実感できる「インフラわくわくツアー」を実施

○「ほっかいどう学」に関する取組などを進めるため、北海道教育委員
会と連携・協力協定を締結（Ｒ３.５.25) 。なお、令和２年度は約
100名の教育旅行を受入れ。

○農泊（渚泊）では44地域（農山漁村振興交付金（農泊推進対策）の採
択地域）で採択され、地域資源を最大限活用した多様な体験メニュー
等を導入した取組を促進中。みなとオアシスは12港で登録済。

【現状・背景】

○ テーマに歴史、産業、文化、食といった要素を取り入れた「インフラわくわくツアー」を実施するととも
に、地域主体によるツアーを促進する。

○ 新型コロナウイルス感染症の影響により宿泊学習等の教育旅行の行き先等の見直しが進む中、北海道教育
委員会と連携を図りながらインフラ施設等での教育旅行の受入れを推進する。

○ 農山漁村の所得向上と地域の活性化を図る農泊（渚泊）、みなとオアシスにおける交流イベント等、地域
資源を活かした取組を促進する。

○ 2023年アドベンチャートラベル・ワールドサミット（ATWS）開催地に北海道が内定。アドベンチャートラ
ベルと連携したインフラツーリズムやサイクルツーリズム等の取組を推進する。

○令和２年８月に、白鳥大橋（室蘭市）が「インフ
ラツーリズム魅力倍増プロジェクト」のモデル地
区に選定。令和３年６月に地域と施設利用の協定
を締結し、地域主体によるツアーを促進。

○北海道教育委員会と連携を図りながら、インフラ
や工事現場への教育旅行の受入れを推進。

○古民家等を活用した滞在施設の整備や専門家の派
遣等を通じ、農泊（渚泊）を更に促進。また、み
なとオアシスにおける交流イベント等を通じ、観
光交流を促進。

＜インフラツーリズム等の推進＞

地地域域資資源源をを活活かかししたた多多様様なな観観光光メメニニュューーのの充充実実⑥⑥

（（２２））世世界界にに通通用用すするる魅魅力力ああるる観観光光地地域域づづくくりり

【インフラツーリズム】
白鳥大橋の地域主体による
ツアーを推進する協定締結

地域と連携したインフラツーリズムの造成
（夕張シューパロダム）

【教育旅行の取組】

国道工事現場における教育旅行の受入れ

【取組】

【みなとオアシス】【農泊（渚泊）】
畜産体験における

子牛のミルクやり（八雲町） あばしりオホーツク流氷まつり

。
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＜北海道・北東北の縄文遺跡群の世界文化遺産登録＞

地地域域資資源源をを活活かかししたた多多様様なな観観光光メメニニュューーのの充充実実⑦⑦

（（２２））世世界界にに通通用用すするる魅魅力力ああるる観観光光地地域域づづくくりり

【現状・背景】

○平成23年に垣ノ島遺跡が国の史跡指定を受けて以降、臼尻漁港の臨港
道路整備に係る景観について検討。検討結果を踏まえ、景観配慮型の
臨港道路整備を推進。

○大船遺跡へのアクセスが向上する尾札部道路の早期整備（令和４年度
部分開通予定）等、関連事業の推進により世界文化遺産に登録された
地域の受入環境の整備を支援。

【取組】

【道内の各資産の位置図】

S=100m

臼尻漁港

・道の駅「縄文ロマン 南かやべ」
・函館市縄文文化交流センター

本CGはH23.3作成

臨港道路

【臨港道路の景観検討（垣ノ島遺跡）】

臨港道路完成イメージ図

出典：北海道庁HPから
北海道開発局作成

○ 北海道・北東北の縄文遺跡群は、１万年以上にわたり採集・漁労・狩猟により定住した縄文時代の人々の
生活と精神文化を今に伝える貴重な文化遺産であり、令和３年７月27日に世界文化遺産登録が決定された。

○ アイヌ文化や縄文文化、近代の開拓を始めとする歴史的資源を活用した受入環境整備を推進する。

○令和３年７月27日に北海道・北東北の縄文遺跡群
が世界文化遺産に登録。

○縄文遺跡群は17遺跡で構成されており、北海道内
には６つの遺跡群が存在。

○観光客の来訪に備え、周辺のインフラ環境の整
備・改善が必要。

【道内唯一の国宝「中空土偶」】

（北海道開発局撮影）

昭和50年、函館市南茅部地区（旧南

茅部町）で発見。平成19年に北海道で
唯一の国宝に指定。高さ41.5センチ、
幅20.1センチで、国内で出土した中空
土偶としては最大。

盛土遺構

垣ノ島遺跡

景観検討区間

【尾札部道路の整備（大船遺跡）】
一般国道２７８号 尾札部道路 延長14.8km

垣ノ島遺跡 大船遺跡

令和４年度 部分開通予定 延長0.5km

開通区間
事業中

臼尻漁港
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４４ 強強靱靱でで持持続続可可能能なな国国土土のの形形成成｜
3
7
｜



○ 平成30年９月６日に発生した北海道胆振東部地震は最大震度７を観測し、大規模な土砂災害や河道閉塞、
農地・農業用施設への土砂堆積や損傷などの甚大な被害を及ぼしたため、早期の復旧・復興を図る。

北北海海道道胆胆振振東東部部地地震震かかららのの復復旧旧・・復復興興

○日高幌内川にて大規模な河道閉塞が発生、チケッペ川・東和川にて大規模な山腹崩壊が発生。

○農地・農業用施設への土砂堆積や損傷、林地の大規模崩壊や林道の損傷、農作物等の被害が発生。

○国が造成した農業水利施設のうち、水源の厚真ダムで余水吐（大雨時に洪水を流す水路）に倒木や土砂が流入したほか、用水
路等に甚大な被害が発生。

【施設の主な被害状況】

○北海道知事の要請を受け、新たに国直轄の砂防事業として土砂災害対策を推進するため、平成30年10月２日に「厚真川水系土砂災害復旧事業
所」を設置、体制強化のため平成31年４月１日に「厚真川水系砂防事業所」へ改編。
○令和２年４月１日に「胆振東部農業開発事業所」を「胆振農業事務所」に格上げするとともに、復旧要員を増員。
○道路、河川、港湾、農地・農業水利施設、治山施設の応急復旧は完了。また道路、港湾においては本復旧も完了。
○富里浄水場の本復旧が令和２年７月に完了。
○日高幌内川等については、河道内に堆積した不安定土砂等の再移動による二次災害の防止を図るため、引き続き特定緊急砂防事業による施設の
恒久対策を推進中。
○農地の復旧はおおむね完了し、営農を継続中。厚真ダムなどの本復旧を推進中。
○治山施設等の災害復旧等事業は令和３年５月に完了、幹線林道は令和３年度完了予定。引き続き、治山・森林整備事業による復旧等を推進中。
○今後は、令和３年３月に策定された「胆振東部地震被災森林復旧指針」等に基づき森林再生を推進、令和４年度から本格的な植林を開始予定。

【取組】

被被災災後後

日高幌内川における対策工 農地・農業水利施設の復旧状況、被災森林の再生等に向けた取組

日高幌内川では、山腹崩壊の発生により
大規模な河道閉塞が発生。

対策後

被被災災２２年年後後（（令令和和２２年年６６月月））

（（１１））激激甚甚化化・・多多様様化化すするる災災害害へへのの対対応応とと安安全全・・安安心心なな社社会会基基盤盤のの形形成成

水路工の整備砂防堰堤工の整備

※引き続き、恒久対策を実施中

被被災災後後

調査員

既設砂防堰堤

閉塞部の
長さ約1,100m
高さ約50ｍ

斜面崩壊部の移動距離
約350m

斜面崩壊の幅
約400m

被被災災後後 農業用水路の
復旧状況

倒木の整理状況
（森林整備事業）

被災後（治山事業） 対策後（治山事業）

被被災災後後 被被災災２２年年後後（（令令和和２２年年６６月月））

対対策策後後

｜
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（（１１））激激甚甚化化・・多多様様化化すするる災災害害へへのの対対応応とと安安全全・・安安心心なな社社会会基基盤盤のの形形成成

釧路市街地 平常時の釧路湿原

出水時（令和2年3月）

釧路湿原

○釧路湿原など、貯留・遊水効果がある
自然地の保全（グリーンインフラの活用）

○ 気候変動等に伴う水害・土砂災害等の激甚化・頻発化に備えるため、これまでの河川管理者等による対
策だけではなく、流域全体を俯瞰し、国や流域自治体、企業・住民等、流域に関わるあらゆる関係者が流域全
体で取り組む｢流域治水｣を推進する。

流域治水のイメージ

貯貯留留時時ののイイメメーージジ

既存農業施設の貯留活用
（豊頃町）

○下水道雨水管渠等の整備

整備前 雨水幹線の整備（釧路市）

■氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策
■被害対象を減少させるための対策
■被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

○既存農業施設の貯留活用

堰板の設置（水田の貯留機能向上）
（岩見沢市、美唄市ほか）

田田んんぼぼダダムム
実実施施イイメメーージジ

あらゆる関係者が協働して「流域治水プロジェクト」を策定、実行。

流域のあらゆる関係者が協働して行う対策

○平成28年８月の北海道大雨激甚災害では、北海道に４つの台風が上陸又は接近し記録的な豪雨による甚大な被害を及ぼすなど、
近年、激甚な水災害が頻発。

○北海道は、全国の他の地域と比べて気候変動の影響が大きく、世界の平均気温が２℃上昇した場合の降雨量が1.15倍、４℃上昇
した場合は1.4倍になるとの試算。

【現状・背景】

流流域域治治水水のの推推進進

海海岸岸保保全全施施設設のの整整備備

校庭貯留（○市） 調整池の整備（○市）

【北海道において流域のあらゆる関係者が協働して行う対策例】

校庭貯留（○市）

調整池の整備（○市）

○雨水貯留浸透施設の整備

校庭貯留（札幌市）

○排水機場の整備

排水機場イメージ
（十勝総合振興局）
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【取組】

○北村遊水地
石狩川下流域の根幹的な
治水対策として、北村遊
水地の整備を推進。

北村遊水地（岩見沢市）

北北村村遊遊水水地地

○中小河川
北海道において緊急的・
集中的に治水機能の強化
を図る緊急治水対策とし
て、「河川災害復旧等関
連緊急事業」(平成30年
度～令和４年度)による
河道掘削等を引き続き実
施。

家屋の浸水

水田の浸水

喜楽橋付近

ペーパン川（旭川市）の浸水被害状況
（平成30年７月）

（（１１））激激甚甚化化・・多多様様化化すするる災災害害へへのの対対応応とと安安全全・・安安心心なな社社会会基基盤盤のの形形成成

工事中の新桂沢ダム（三笠市）

○幾春別川総合開発事業
幾春別川の洪水被害の軽
減等のため、新桂沢ダム
及び三笠ぽんべつダムの
建設を推進。

○ダム再生
既設ダムの有効活用のた
め、新桂沢ダム（既存ダ
ムのかさ上げ）の整備を
推進するとともに、「ダ
ム再生ビジョン」策定後、
初の新規事業として平成
30年度から雨竜川ダム再
生事業、令和元年度から
佐幌ダム再生事業の実施
計画調査に着手。 雨竜川ダム再生事業（雨竜第二ダム（幌加内町））

（堤体かさ上げ・容量振替予定）

○北海道内の一級水系を対象として、河川管理者や下水道管理者等が行う治水対策に加え、流域のあらゆる関係者が協働して行う治
水対策の全体像である「流域治水プロジェクト」を令和３年３月に北海道内の13の全ての一級水系で策定・公表。

○「流域治水プロジェクト」は、国、流域自治体、企業等が協働し、河川整備に加え、雨水貯留浸透施設や土地利用規制、利水ダム
の事前放流など、各水系で重点的に実施する治水対策の全体像をとりまとめたものであり、プロジェクトに基づくハード・ソフト
一体となった事前防災対策を一層加速化する必要がある。

【現状・背景】

＜＜氾氾濫濫ををででききるるだだけけ防防ぐぐ・・減減ららすすたためめのの対対策策＞＞

○ 流域治水の考え方に基づき、堤防整備、遊水地の整備、ダム建設・再生等の治水対策等をより一層加速する。

大大規規模模水水害害・・土土砂砂災災害害にに備備ええたた治治水水対対策策のの推推進進①①

｜
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【取組】

大大規規模模水水害害・・土土砂砂災災害害にに備備ええたた治治水水対対策策のの推推進進②②

○全国で高潮等による家屋被害等が発生しているとともに、気候変動による災害の激甚化・頻発化、日本海溝・千島海溝沿い
の巨大地震・津波の発生が懸念されている。

【現状・背景】

○胆振海岸 海岸保全施設整備事業

・民族共生象徴空間（ウポポイ）の関連区域に位置付けられているヨコスト
湿原・海岸を含む胆振海岸において、海岸保全施設の整備を推進。

・白老町市街地や主要交通網（国道36号、ＪＲ室蘭本線）等の高潮等による
浸水被害を防止するため、人工リーフを整備し、安全度の向上を図る。

【取組】

十勝川水系戸蔦別川第２号砂防堰堤（帯広市）

○土砂災害対策
土砂災害や流木被害の
発生に備え、砂防堰堤
や流路拡幅等の整備を
推進。

○火山噴火対策
火山噴火の発生に備え、
火山泥流による被害を
防止・軽減する砂防堰
堤等の整備を推進。

樽前山覚生川２号砂防堰堤（苫小牧市）

（（１１））激激甚甚化化・・多多様様化化すするる災災害害へへのの対対応応とと安安全全・・安安心心なな社社会会基基盤盤のの形形成成

ウウポポポポイイ関関連連区区域域
（（ヨヨココスストト湿湿原原・・海海岸岸））

ウウポポポポイイ
中中核核区区域域

白白老老駅駅

白白老老下下水水
終終末末処処理理場場

白白老老市市街街地地

とったべつ おぼっぷ

○ 流域治水の考え方に基づき、気候変動により激甚化・頻発化する高潮等に対する安全度の向上を図るた
め、海岸保全施設の整備等、事前防災対策を推進する。

海海岸岸保保全全対対策策のの推推進進

＜＜氾氾濫濫ををででききるるだだけけ防防ぐぐ・・減減ららすすたためめのの対対策策＞＞
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千千歳歳川川

○平成28年８月、観測史上初めて北海道に４つの台風が上陸・接近し、十勝川や常呂川等では堤防決壊に
よる氾濫等が発生した。これにより、市街地や農地、道路や鉄道等が甚大な被害を受けた。国内最大の
食料供給基地における被害は、農産物の価格高騰など、全国にも影響を及ぼした。

出典：農林水産省「作物統計」（令和２年）

北海道産農産物の全国シェア

【事例】北海道産農産物の
全国シェアと全国への影響

・北海道には全国シェアの
過半数を占める農作物が
多数あり、災害の発生に
よって全国の価格が高騰

するなど影響が大きい。

全全国国へへのの影影響響

0
50
100
150
200
250
300
350
400

1 6 11 16 21 26 31 5 10 15 20 25 30
８８月月 ９９月月 （（平平成成28年年））

ＨＨ２２７７ににんんじじんん価価格格

ＨＨ２２８８ににんんじじんん価価格格

Ｈ28災害
発生

Ｈ27価格

約
２
倍

出典：農林水産省 「青果物卸売市場調査」（日別）

全国主要卸売市場のにんじん価格の推移
（平成27年－平成28年比較）

円
／
㎏

小小 麦麦 大大 豆豆 ばばれれいいししょょ

小小 豆豆たたままねねぎぎ秋秋ににんんじじんん

6633万万tt
((6666％％))

99万万tt
((4422％％))

117733万万tt
((7799％％))

1188万万tt
((8899％％))

8899万万tt
((6666％％))

44..99万万tt
((9944％％))

全国生産95万t 全国生産22万t 全国生産220万t

全国生産5.2万t全国生産135万t全国生産20万t

空知川の被災状況
・堤防決壊２箇所、被災216戸、浸水面積約200ha

北見市常呂町日吉地区の冠水被害状況
・冠水した主な作物：てんさい、ばれいしょ、たまねぎ

たまねぎ

平成28年８月北海道大雨激甚災害での取組事例

（（１１））激激甚甚化化・・多多様様化化すするる災災害害へへのの対対応応とと安安全全・・安安心心なな社社会会基基盤盤のの形形成成

【【事事例例】】治治水水事事業業、、農農業業農農村村整整備備事事業業のの連連携携にによよるる国国土土強強靱靱化化①①
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運搬土砂量の総量は、約97万m3に上り、ダンプトラック約19万台分の河道掘削土を提供。

（（１１））激激甚甚化化・・多多様様化化すするる災災害害へへのの対対応応とと安安全全・・安安心心なな社社会会基基盤盤のの形形成成

土砂還元

被被災災直直後後（（芽芽室室町町）） 営営農農再再開開

【河道掘削・積込状況】 【農地の復旧に活用】

河河川川事事業業にによよるる農農地地のの災災害害復復旧旧支支援援

運運搬搬土土砂砂量量（（m3)
十勝川 640,000

常呂川 318,000

石狩川 12,150

合計 970,150

農作物ごと土壌が流出した状況（芽室町）

平成28年８月北海道大雨激甚災害での取組事例

【【事事例例】】治治水水事事業業、、農農業業農農村村整整備備事事業業のの連連携携にによよるる国国土土強強靱靱化化②②

○平成28年８月の一連の台風により、十勝川流域、常呂川流域、石狩川流域の農地では、開拓以来培われてきた農
地の表土が流亡するなど、北海道農業に甚大な被害が発生した。被災した農地の復旧には多くの時間を要し、農産
物の価格高騰など被災による全国への影響の長期化が懸念された。

○このため、北海道開発局では、河川部門、農業部門等が連携して、河道掘削で発生する土砂を被災した農地の復旧
に有効活用し、早期の復旧につなげた。これら迅速な対応が地域の方々の営農意欲につながり、結果として災害を契
機とした離農者は発生しなかった。※関係自治体からの聞き取り
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○平成28年８月の北海道大雨激甚災害を契機として、北海道開

発局は、北海道や有識者と協働して気候変動に伴うリスク評

価を検討。

○令和２年５月には、気候予測アンサンブルデータといった最
新の科学的知見により、気
候変動による降雨量、河川
流量、浸水頻度等のリスク
評価や適応策の検討を行い、
中間とりまとめを公表。

○上記の検討結果等を活用し
て、令和３年12月に、常呂
川水系河川整備計画を変更。

14 
12 

7 

40 

17 
13 

17 

33 

11 9 

28 

21 

28 

16 

21 

5 

38 

21 

14 15 
18 20 

27 

16 15 
19 

11 
14 

36 

23 

17 

7 

46 

32 

38 

51 

26 

33 

52 

36 

6 6 

16 

0

10

20

30

40

50

60

19
78

19
79

19
80

19
81

19
82

19
83

19
84

19
85

19
86

19
87

19
88

19
89

19
90

19
91

19
92

19
93

19
94

19
95

19
96

19
97

19
98

19
99

20
00

20
01

20
02

20
03

20
04

20
05

20
06

20
07

20
08

20
09

20
10

20
11

20
12

20
13

20
14

20
15

20
16

20
17

20
18

20
19

20
20

出典：（一財）日本気象協会北海道支社資料より北海道開発局作成

○ 整備を超えるスピードで進行する気候変動に対応するため、気候変動適応型の水災害対策への転換を推進
する。

気気候候変変動動をを踏踏ままええたたハハーードド・・ソソフフトト一一体体ととななっったた水水災災害害対対策策

第１回北海道地方における気候変動を踏まえた
治水対策技術検討会（令和元年７月）

（（１１））激激甚甚化化・・多多様様化化すするる災災害害へへのの対対応応とと安安全全・・安安心心なな社社会会基基盤盤のの形形成成

【現状・背景】

【取組】
～ 気候変動による影響（十勝川中流部の事例）～

出典：北海道地方における気候変動を踏まえた治水対策技術検討会（中間とりまとめ）（令和２年５月）

・ 帯広地点の概概ねね150年年にに１１回回程程度度起起ここるる降降水水量量は、２℃上昇時に1.1倍倍、
４℃上昇時に1.4倍倍に増加

・ 洪水ピーク流量は、２℃上昇時に1.3倍倍、４℃上昇時に1.7倍倍に増加
これまでの気候 将来予測される

気候（４℃上昇）※リスクの変化例

（十勝川中流部の
年平均想定被害
額の変化）

被被害害額額5.8倍倍

○近年、北海道においても、短時間に強い降雨
の発生頻度が増加。

○北海道は、全国の他の地域と比べて気候変
動の影響が大きく、世界の平均気温が２℃
上昇した場合の降雨量が1.15倍、４℃上昇
した場合は1.4倍になると試算され、将来
における降雨量の変化倍率が大きくなる傾
向にある。

○これまでの治水計画は過去の降雨等に基づ
いて作成してきたが、気候変動の影響によ
る降雨量の増大等により、現在の計画によ
る整備が完了しても必要な安全度が確保で
きないおそれがある。

道内アメダス100地点当たりの時間30mm以上の降雨発生回数

出典：気候変動を踏まえた
治水計画のあり方提言

（令和３年４月国土交通省）

11997788～～11998877
平平均均 1177回回

22001111～～22002200
平平均均 3300回回

約約11..88倍倍

｜
4
4
｜



○ 近年、北海道を含め全国各地で大規模な自然災害が頻発し、さらに北海道においては日本海溝・千島海溝沿
いの巨大地震の発生が切迫しているため、激甚化・多様化する自然災害に対する早期の防災対策を推進する。

日日本本海海溝溝・・千千島島海海溝溝沿沿いいのの巨巨大大地地震震ななどどのの地地震震・・津津波波のの発発生生にに備備ええたた対対策策のの推推進進①①

（（１１））激激甚甚化化・・多多様様化化すするる災災害害へへのの対対応応とと安安全全・・安安心心なな社社会会基基盤盤のの形形成成

出典：政府 地震調査研究推進本部ＨＰ 令和３年１月13日公表

※地震活動の長期評価によると、東日本大震災のような超巨大地震（Ｍ8.8程度以上）や
巨大地震（Ｍ7.8～8.5程度）等の地震の発生が切迫している。

千千島島海海溝溝のの1177世世紀紀型型
ＭＭ８８．．８８程程度度以以上上 ⅢⅢラランンクク

根根室室沖沖かからら
色色丹丹島島沖沖及及びび択択捉捉島島沖沖

ＭＭ８８程程度度 ⅢⅢラランンクク

十十勝勝沖沖
ＭＭ８８程程度度 ⅡⅡラランンクク

青青森森県県西西方方沖沖かからら
北北海海道道西西方方沖沖

ＭＭ７７．．５５～～ＭＭ７７．．８８程程度度 ⅠⅠラランンクク

【【千千島島海海溝溝のの1177世世紀紀型型のの地地震震例例】】
1177世世紀紀：：十十勝勝沖沖かからら根根室室沖沖

北北海海道道北北西西沖沖
ＭＭ７７．．８８程程度度 ⅠⅠラランンクク

【Ⅲランク、Ⅱランク、Ⅰランク、Ｘラン
クのいずれも、すぐに地震が起こることが
否定できない】

※北海道関連抜粋

○日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震対策検討ワーキンググループ(中央防災会議防災対策実行会議)において、地震・津波によ
る被害想定を令和３年12月に公表しており、防災対策を検討中。また、北海道において、令和３年７月に津波浸水想定を公表。

○北海道においては、冬期に地震・津波が発生した場合、マイナス20℃を下回る低温や積雪、風雪、流氷などにより、応急・復
旧活動に支障が生じたり、避難行動が困難になるなど被害の増大が想定される。

○地震・津波による人命被害の回避や経済被害の最小化を図るため、被害想定を踏まえ、関係機関が連携し地震・津波対策を
推進する必要がある。

【現状・背景】

主な海溝型地震の評価結果（地震発生確率） 冬期災害事例（1952年十勝沖地震）

流氷等により破壊された家屋

単位：T.P.m

Ⅲランク（高い）：
30年以内の地震発生確率26％
以上

Ⅱランク（やや高い）：
30年以内の地震発生確率が3
～26％未満

Ⅰランク：
30年以内の地震発生確率が
3％未満

Ｘランク：
地震発生確率が不明

（過去の地震のデータが少ない
ため、確率の評価困難）

ランクの算定基準は２０２１年１月１日

凡 例

市町毎の最大浸水想定面積

冬の避難の様子

写真提供：浜中町

【【千千島島海海溝溝のの過過去去ののMM88程程度度のの地地震震例例】】
11884433年年：：根根室室沖沖
11889944年年：：根根室室沖沖
11995522年年：：十十勝勝沖沖
11997733年年：：根根室室沖沖
22000033年年：：十十勝勝沖沖

市町毎の海岸線における最大津波高

日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震による被害想定

推推計計項項目目
（被害が最大となるケース）

日日本本海海溝溝地地震震 千千島島海海溝溝地地震震

死死者者数数
（冬・深夜）

約 １９９，０００人 約 １００，０００人

低低体体温温症症要要対対処処者者数数
（冬・深夜）

約 ４２，０００人 約 ２２，０００人

全全壊壊棟棟数数
（冬・夕方）

約 ２２０，０００棟 約 ８４，０００棟

経経済済的的被被害害額額
（冬・夕方）

約３１兆円 約１７兆円

（被害が最大となるケースにおける推計値）

出典：日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震対策検討ワーキンググループ

出典：北海道防災会議 地震火山対策部会 地震専門委員会

市町村名
浸水面積

ha
市町村名

浸水面積
ha

羅臼町 87 むかわ町 1,813

標津町 970 厚真町 2,110

別海町 5,232 苫小牧市 10,224

根室市 5,098 白老町 3,026

浜中町 5,013 登別市 1,450

厚岸町 4,672 室蘭市 1,772

釧路町 2,866 伊達市 1,040

鶴居村 290 洞爺湖町 121

釧路市 6,945 豊浦町 252

白糠町 3,030 長万部町 1,893

釧路市(音別) 2,294 八雲町 2,350

浦幌町 5,183 森町 716

豊頃町 3,859 鹿部町 495

幕別町 108 函館市 2,608

大樹町 4,133 北斗市 1,619

広尾町 1,039 木古内町 604

えりも町 1,762 知内町 766

様似町 706 福島町 173

浦河町 1,585

新ひだか町 1,800

新冠町 442

日高町 1,679 合計 91,826

｜
4
5
｜



釧路周辺の地震・津波対策事例

【橋梁の耐震補強（国道38号釧路大橋）】
地震後、橋としての機能を速やかに回復でき支援
ルートや避難ルートとして活用が可能。

各分野における地震・津波対策を総合的に推進することにより、避難活動、支援活動及び発災後の社会経済活動の継続に必要な人流・物流を支える
社会基盤を効果的に形成するとともに、その社会基盤を利活用した災害対応力を強化。

【取組】
○津波等の浸水を回避する高規格道路等の整備を推進（北海道横断自動車道(本別～釧路)、一般国道44号(尾幌糸魚沢道路)、日
高自動車道(厚賀静内道路)等）。

○避難路や道路の高架区間等を活用した津波等からの浸水避難対策を推進。
○緊急輸送道路上の国道の橋梁耐震化については、地震発生確率の高い地域から優先的に対策を進めるとともに、道路啓開計画
における緊急啓開ルートを優先して対策を推進。

○空港・港湾・漁港施設の耐震・津波対策の強化、河川管理施設の河川津波遡上対策等、海岸保全施設の津波・高潮対策の強化、
治山事業による海岸防災林の整備等を推進。

○令和２年３月に策定した北海道太平洋側地域における道路啓開計画を踏まえ、タイムラインを検討し防災訓練等を実施。

○大規模地震・津波を想定した港湾における緊急物資輸送訓練等の総合訓練、港湾ＢＣＰ※の改善等を実施。
※港湾ＢＣＰ：災害時においても、港湾の重要な機能を最低限維持できるよう、発災後の具体的な対応手順等についてあらかじめ関係者間で作成した計画のこと。

（（１１））激激甚甚化化・・多多様様化化すするる災災害害へへのの対対応応とと安安全全・・安安心心なな社社会会基基盤盤のの形形成成

日日本本海海溝溝・・千千島島海海溝溝沿沿いいのの巨巨大大地地震震ななどどのの地地震震・・津津波波のの発発生生にに備備ええたた対対策策のの推推進進②②

【樋門遠隔操作化（新釧路川）】
津波発生時の迅速な閉扉操作により、
津波による浸水被害軽減効果が期待。

減勢盛土
・植栽 減勢堀 既存林帯

【海岸防災林を整備（白糠町）】
津波エネルギーの減衰や漂流物の
捕捉等の効果が期待。

■■津津波波被被害害軽軽減減対対策策■■耐耐震震補補強強対対策策

■■津津波波避避難難対対策策

【避難訓練の様子（釧路市大楽毛）】
「大楽毛防災推進協議会」では、定期的に避難訓練
を実施。日々の訓練が災害時のソフト対策として有
効であり、継続して津波災害発生時に備える。

【避難施設の設置（釧路市大楽毛）】
道路高架区間を津波等からの避難場所として活
用するための施設整備により、津波等発生時の
住民の避難場所を確保。

津津波波浸浸水水

津津波波浸浸水水をを回回避避

《《国国道道3388号号､､4444号号》》
《《釧釧路路外外環環状状道道路路、、

北北海海道道横横断断自自動動車車道道（（本本別別～～釧釧路路））》》

【津波浸水を回避する高規格道路

（釧路外環状道路､北海道横断自動車道（本別～釧路））】

国道38号､44号付近の津波浸水回避が可能となり、災害時における
迅速な避難及び救援活動が可能。

津津波波避避難難対対策策
釧釧路路町町

津津波波被被害害軽軽減減対対策策
樋樋門門遠遠隔隔操操作作化化

津津波波被被害害軽軽減減対対策策
海海岸岸防防災災林林

耐耐震震補補強強
（（釧釧路路大大橋橋））

北海道横断自動車道（本別～釧路）
L=65.0km 釧路外環状道路

L=16.8km

釧釧路路西西IC

庶庶路路IC

釧釧路路中中央央IC

釧釧路路別別保保IC

釧釧路路東東IC

E38

E44

津津波波発発生生時時ににはは住住民民約約２２万万人人がが
当当該該道道路路上上にに避避難難すするるここととがが想想定定

（開通済）

RR66年年度度開開通通予予定定 阿阿寒寒ＩＩＣＣ～～釧釧路路西西ＩＩＣＣ

出典：北海道太平洋沿岸の津波浸水想定〔北海道〕（R3.7）
釧路市津波避難計画〔釧路市〕(R2.8)、住民基本台帳(釧路市)(R3.7)

釧釧路路空空港港IC(仮仮称称)

津津波波避避難難対対策策
釧釧路路市市

阿阿寒寒IC

■■浸浸水水をを回回避避すするる高高規規格格道道路路等等のの整整備備

｜
4
6
｜



太太平平洋洋

想定津波浸水域

厚厚賀賀静静内内道道路路（（整整備備中中））

【現状・背景】

（（１１））激激甚甚化化・・多多様様化化すするる災災害害へへのの対対応応とと安安全全・・安安心心なな社社会会基基盤盤のの形形成成

【取組】

○ 災害からの迅速な復旧と、早期の日常生活・経済活動の再開を図るため、災害に強い国土幹線道路ネット
ワークの構築を推進する。

■防災・減災、国土強靱化に向けた道路の５か年対策プログラムにおける対策

事業箇所 開通区間 延長[km] 開通年次

北海道横断自動車道　本別～釧路 阿寒IC～釧路西IC 17.0 R6（全線）

北海道横断自動車道　倶知安余市道路（共和～余市） （仮称）仁木IC～余市IC 3.3 R6（部分）

北海道縦貫自動車道　音威子府バイパス （仮称）音威子府ＩＣ～（仮称）中川ＩＣ 19.0 R7（全線）

日高自動車道　厚賀静内道路 日高厚賀IC～（仮称）新冠IC 9.1 R7（部分）

函館・江差自動車道　茂辺地木古内道路 北斗茂辺地IC～（仮称）木古内IC 16.0 R3（全線）

道央圏連絡道路　中樹林道路 空知郡南幌町南１５線西～江別市江別太 7.3 R6（全線）

国道３８号　釧路新道 釧路市大楽毛～釧路市北園 4.1 R6（全線）

国道４０号　天塩防災 天塩郡幌延町字幌延～幌延IC 1.8 R5（部分）

国道４４号　根室防雪 根室市厚床～根室市温根沼 12.2 R7（全線）

国道２２７号　渡島中山防災 北斗市中山～檜山郡厚沢部町字峠下 1.4 R5（全線）

国道２３０号　定山渓拡幅 札幌市南区定山渓温泉東１丁目～札幌市南区定山渓 2.8 R4（全線）

国道２３２号　高砂橋架替 留萌郡小平町高砂町～留萌郡小平町高砂町 0.8 R5（全線）

国道２３８号　紋別防雪
紋別郡湧別町字川西～紋別市沼の上、

紋別市小向～紋別市小向
14.1 R6（全線）

枝幸郡浜頓別町字豊牛～枝幸郡浜頓別町字浜頓別 4.3 R4（部分）

宗谷郡猿払村浜鬼志別～宗谷郡猿払村知来別 4.3 R6（部分）

国道２３９号　霧立防災 苫前郡苫前町字霧立～苫前郡苫前町字霧立 0.6 R4（部分）

国道２７５号　江別北道路 江別市角山～江別市篠津 3.5 R5（全線）

国道２７８号　尾札部道路 函館市豊崎町～函館市大船町 0.5 R4（部分）

国道３３５号　標津防災 標津郡標津町字崎無異～標津郡標津町字崎無異 3.8 R4（全線）

有珠郡壮瞥町蟠渓～有珠郡壮瞥町蟠渓 0.7 R3（部分）

有珠郡壮瞥町蟠渓～有珠郡壮瞥町上久保内 2.2 R7（全線）

国道２３８号　浜猿防災

国道４５３号　蟠渓道路

○平成28年８月の相次ぐ台風の上陸・接近に伴う豪雨災害や平成30年９月の北
海道胆振東部地震など、北海道においても近年大規模な自然災害が頻発し、
長時間にわたる交通障害や大規模停電など、広範囲に重大な影響が発生。

○平常時・災害時の両面で物流・人流を支えることを目的とし、令和３年４月
に「広域道路ネットワーク計画」を策定。

〇災害に強い国土幹線道路ネットワークの構築を図るため、令和３年４月に
「防災・減災、国土強靱化に向けた道路の５か年対策プログラム」を策定。

【開通見通し公表箇所一覧】

【国道335号 標津防災】

標標津津防防災災
（（別別線線整整備備中中））

国国道道335号号
（（現現道道））

【国道335号海岸浸食の状況】 【日高自動車道 厚賀静内道路】

災災害害かかららのの迅迅速速なな復復旧旧をを支支ええるる道道路路交交通通ネネッットトワワーーククのの耐耐災災害害性性強強化化

【国道232号 苫前町力昼地区法面対策】【国道232号 法面崩壊状況】

広域道路ネットワーク計画図

〇耐災害性の強化や災害時におけるネットワー
ク確保のため、「防災・減災、国土強靱化に
向けた道路の５か年対策プログラム」等に基
づき、防災震災対策や高規格道路のミッシン
グリンク解消を推進。

主な空港

主な港湾
（コンテナ・クルーズ船）

新幹線

広域的な防災機能を担う
「道の駅」

凡例
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【【事事例例】】災災害害時時ににおおけけるる道道路路交交通通機機能能のの確確保保

国道274号日勝峠大規模災害時の例

（（１１））激激甚甚化化・・多多様様化化すするる災災害害へへのの対対応応とと安安全全・・安安心心なな社社会会基基盤盤のの形形成成

○旭川･紋別自動車道による北側ルートのリダンダンシーの確保

・日勝峠の被災直後は、周辺の国道４路線に加え、道東自動車道
も通行止めになったが、旭川・紋別自動車道を利用する北回り
ルートの迂回路を確保。

○道東道と国道274号のダブルネットワークの効果を発揮
・被災から約２日後には道東自動車道が復旧。無料措置を実施し

国道38号及び274号の代替路として活用し、道央と道東を結ぶ
大動脈を確保し、ダブルネットワークの効果を発揮。

＜H28.8.31 被災直後＞ ＜H28.9.1 道東自動車道復旧後＞

道東

道央

道東

道央

【【ＩＩＣＣＴＴ技技術術のの活活用用にによよるる早早期期復復旧旧】】

■被災概要
・平成28年８月の北海道大雨激甚災害では、国道274号日勝峠
は、道路本体の崩壊が多数発生。

・道央と道東を結ぶ鉄道が不通。同時に道東自動車道、国道
38号、236号も被災し、道東と道央を結ぶネットワークが寸
断された。

【【国国道道227744号号日日勝勝峠峠のの被被災災箇箇所所】】
被災当初の通行止め区間(延長43.8km)

平成29年10月28日に国道274号日勝峠の全面通行止め解除 延長36.1km

帯広側７合目

至 札幌

H29.3.31
通行止め
解除

H28.9.23
通行止め
解除

至 帯広

道路被災箇所
(全66箇所)▲▲国国道道227744号号 千千呂呂露露橋橋のの流流失失

・日勝峠の復旧においては、調査段階でドローンや３Ｄデータ作成システム等のＩＣＴ技
術を活用した。特に大規模な盛土崩壊が生じた日勝峠帯広側７合目においては、ＩＣＴ
建機の活用により日勝峠特有の濃霧の気象条件においても土工作業（ＩＣＴ土工）を可
能とし、作業時間を従来手法に比べて約８割に短縮する等の工夫を行った。

・延べ約9.5万人の作業入場者の連携により、66箇所もの道路災害の復旧を約１年２か月
で完了し、平成29年10月に通行止めを解除。

・災害復旧完了後も引き続き、防災・減災、国土強靱化に向け道路防災対策を推進｡

・・高高規規格格ネネッットトワワーーククにによよるるリリダダンンダダンンシシーーのの確確保保
・・道道東東道道とと国国道道ののダダブブルルネネッットトワワーーククのの効効果果のの発発揮揮
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○北海道の物流は９割以上が港湾を経由する海上輸送に依存しており、港湾は食関連産業等の基幹産業を支える重要な社会基盤。

○近年、全国的に、高潮・高波・暴風により港湾及びその背後地に浸水等の被害が発生し、我が国の社会経済に甚大な影響を及
ぼしている。

海運

99.95%

航空

0.05%

海運

92.40%

鉄道

7.31%
航空

0.30%

99.6%

100.0%

86.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

原油

配合飼料原料…

パルプ・チップ用材

91.1%

97.3%

100.0%

64.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

乳製品

生乳

小麦

米類

○高潮・高波による港湾内の浸水、
施設損壊等の被害軽減を図るた
め、港湾施設の嵩上げ・補強等
を推進。

○暴風時の船舶の避難に必要な水
域を確保するための防波堤の整
備を推進。

【取組】

【現状・背景】

○ 港湾における高潮・高波・暴風対策等により海上輸送ネットワークの強靱化を推進する。

社社会会経経済済をを支支ええるる海海上上輸輸送送ネネッットトワワーーククのの強強靱靱化化

（（１１））激激甚甚化化・・多多様様化化すするる災災害害へへのの対対応応とと安安全全・・安安心心なな社社会会基基盤盤のの形形成成

【輸送機関別分担率（北海道～道外）（トンベース）】

【輸送機関別分担率（北海道～海外）（トンベース）】

出典：令和元年港湾統計（年報）、
令和元年空港管理状況調書

出典：令和元年度貨物地域
流動調査（国土交通省）

【農産物の移出（道内→道外）のうち海運による割合】

【原材料の輸入（海外→国内）に依存する割合】

出典：令和2年木材需給表・食料需給表（農林水産省）、令和2年原油バランス（石油連盟）

出典：令和2年度農畜産物及び加工食品の移出実態調査結果報告書（北海道開発局）

■高潮・高波対策による効果（例）

対策済
（越波を抑制）

未対策
（激しい越波）

国内物流は
海運が９割超

国際物流は
海運が

ほぼ100%
北北海海道道
56%

栃木

4%

熊本

3%

岩手

3%

群馬

3%

その他

31%

北北海海道道
66%

福岡

6%

佐賀

4%

愛知

3%

三重

3%
その他

18%

生産量
949千トン

生産量
7,438千トン

北海道は全国の食料供給基地

北海道産
が６割超

北海道産
が５割超

出典：令和2年作物統計、牛乳乳製品統計

生乳生産量（都道府県別）

小麦生産量（都道府県別）

■荒天時の港内の擾乱状況
じょうらん
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○近年、北海道においても、集中豪雨や地震による山地災害、山地災
害に伴う樹木の流下による被害が多発している。今後も気候変動に
伴う災害の激甚化・頻発化が懸念されていることから、流域全体を
俯瞰した流域治水の推進と連携しつつ、山地防災力等を強化する必
要がある。また、切迫する巨大地震や津波による被害を抑えるた
め、海岸防災林の整備を推進する必要がある。

○山地災害に対する防災力強化等のため、流域治水
の取組と連携しつつ、山腹工や治山ダム等の治山
施設の設置や保安林の整備、飛砂や風害等の防備
に加え、津波被害軽減効果も期待される海岸防災
林整備等を推進。

○ 国土強靱化に向けて、豪雨や地震等に対する山地防災力等の強化のため、流域治水の取組と連携しつ
つ、荒廃山地の復旧・予防対策、流木対策、海岸防災林の整備等を推進する。

山山地地防防災災力力等等のの強強化化にに向向けけたた治治山山対対策策のの推推進進

（（１１））激激甚甚化化・・多多様様化化すするる災災害害へへのの対対応応とと安安全全・・安安心心なな社社会会基基盤盤のの形形成成

【取組】【現状・背景】

荒廃山地の復旧・予防

流域治水の取組と連携した治山対策の推進

治山施設の設置や植栽等
により、山腹斜面の安定
や森林造成を図り、荒廃
山地の復旧や崩壊の予防
等を実施。

流木捕捉機能を持った治山ダム

治山施設の設置や保
安林整備等により山
地災害対策を推進す
るとともに、下流域
への土砂や流木の流
出を防止・軽減。

流域治水の取組と連
携し流域全体の洪水
被害の防止・軽減に
貢献。

背部を守る海岸防災林

海岸防災林の整備

保安林整備

森林が過密化し、林床植
生が衰退、保水力が低下

本数調整や工作物設置により
土壌保持、植生回復促進

斜面の安定を図る山腹工

渓岸の侵食や倒木の堆積が発生

土砂流出を抑制し山地災害を防ぐ治山ダム

治山ダム設置、危険木除去等による対策
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【現状・背景】

■■高高規規格格道道路路のの整整備備 ■■豪豪雪雪対対策策をを踏踏ままええたた取取組組

【取組】

○全国の直轄国道の通行止め総時間のうち、約６割が北海
道で発生した通行止めとなっており、うち４割が雪害。
○平成30年３月には、大雪・暴風雪で延べ26路線45区間が
通行止めになるなど、近年「人命に関わるような暴風雪
や大雪」、「数年に一度の猛吹雪」が発生しており、北
海道特有の冬期災害が激甚化している。

○ 冬期の安全・安心を確保するため、冬期災害に備え、代替性確保のための高規格道路の整備、一般国
道等の現道における防雪対策、防災訓練や住民の意識啓発等を推進する。

【【立立ちち往往生生車車両両移移動動訓訓練練】】

防雪柵の整備 自発光式の視線誘導標

延延べべ2266路路線線4455区区間間のの
通通行行止止めめがが発発生生

（（１１））激激甚甚化化・・多多様様化化すするる災災害害へへのの対対応応とと安安全全・・安安心心なな社社会会基基盤盤のの形形成成

通行止め箇所

【【HH3300..33..11～～44にに発発生生ししたた激激甚甚なな大大雪雪・・暴暴風風雪雪災災害害】】

※単位：時間
※期間：平成24～28年
※北海道開発局調べ

冬冬期期災災害害にに備備ええたた対対策策のの推推進進

【【高高規規格格道道路路のの事事業業例例（（倶倶知知安安余余市市道道路路））】】
■■全全国国のの直直轄轄国国道道ににおおけけるる通通行行止止めめ
通行止め時間内訳(全国)
（北海道／北海道外）

通行止め時間内訳(北海道)

防防雪雪柵柵のの整整備備
道道路路拡拡幅幅やや中中央央分分離離帯帯のの設設置置

防雪対策の整備状況 （根室防雪）

防防雪雪林林帯帯等等のの整整備備

【【一一般般国国道道及及びび道道道道のの通通行行止止めめ情情報報をを
SSNNSSをを活活用用しし情情報報発発信信】】

北北海海道道外外
２２１１，，１１３３７７
４４５５％％

北北海海道道
２２５５，，４４３３５５
５５５５％％

豪豪雨雨
１１３３，，６６３３５５
５５４４％％

雪雪崩崩
１１，，２２２２１１
５５％％

路路面面凍凍結結
１１，，５５９９２２
６６％％

豪豪雪雪
２２００６６
１１％％波波浪浪

１１，，５５１１６６
６６％％

そそのの他他
５５４４３３
２２％％

地地吹吹雪雪
６６，，７７２２４４
２２６６％％

○冬期も安全に通行可能な高規格道路の整備や、一般国道等の
現道における防雪対策等を推進。
○近年多発する大雪・暴風雪を踏まえ、気象庁や北海道運輸局
等関係機関と連携し情報発信等の強化を図るとともに、地域
の防災拠点に位置付けられている「道の駅」の資機材活用や
立ち往生車両への対応について防災訓練で確認。

■■防防雪雪対対策策

倶倶知知安安余余市市道道路路

LL==3399..11kkmm

余余市市IC
仁仁木木IC（（仮仮称称））

仁仁木木南南IC
（（仮仮称称））

共共和和IC
（（仮仮称称））

倶倶知知安安IC
（（仮仮称称））

RR66年年度度開開通通予予定定

稲稲穂穂峠峠

倶倶知知安安峠峠

並行する国道５号稲穂峠で
発生した立ち往生車両

【国道238号で発生した地吹雪
による視程障害（紋別防雪）】
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○ 災害発生時における被災地の支援のため、ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ（緊急災害対策派遣隊：リエゾンを含
む）等により、被害拡大の防止、被災自治体管理施設の被災状況の調査、被災地の早期復旧等に対する
技術的な支援を円滑かつ迅速に、きめ細やかに実施する。

ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥの派遣等による自治体への支援

○近年、全国で毎年のように甚大な自然災害が頻発し、
大きな被害が発生している。また、気候変動の影響に
よる水災害の激甚化・頻発化が懸念され、日本海溝・
千島海溝沿いの巨大地震・津波の発生が切迫している。

【現状・背景】

○北海道開発局職員による、ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥの派遣、
専門家の派遣、自治体への災害対策用資機材の貸与、重
大な土砂災害発生時における緊急調査等を実施。

【取組】

・被災状況の調査
（令和２年７月豪雨・熊本県芦北町）

○北海道開発局ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥの派遣実績（主なもの）
（単位：人・日）

年度 災害 派遣人数

R３ 軽石漂着被害（沖縄） １６

Ｒ２ 令和２年７月豪雨（熊本） ６２９

Ｒ１ 令和元年東日本台風（宮城・福島） １，５４３

Ｈ30

北海道胆振地方中東部地震 ３７

北海道胆振東部地震 １，５５７

西日本を中心とした豪雨（広島・香川・愛媛） ８７３

Ｈ29 ７月22日からの梅雨前線豪雨（秋田・宮城） ３２

Ｈ28
平成28年北海道豪雨 ８２５

熊本地震 ５７２

Ｈ27 関東・東北豪雨（宮城） ５４

Ｈ22 東日本大震災 ８２３

・路面清掃支援
（令和元年台風19号・宮城県丸森町）

北海道開発局による路面清掃車派遣への反響

災災害害発発生生時時ににおおけけるる地地域域支支援援

○被災地における活動状況
・給水機能付き散水車による
給水支援

（令和元年台風19号・宮城県丸森町）

（（１１））激激甚甚化化・・多多様様化化すするる災災害害へへのの対対応応とと安安全全・・安安心心なな社社会会基基盤盤のの形形成成
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地域防災力・防災対応力の向上

避難者用毛布の提供
（Ｈ30 道の駅「むかわ四季の館」）

○災害対応に従事する自治体の技術職員の不足や建設業の
担い手の高齢化により、地域防災力が低下しており、そ
の強化を図るため、地域防災を担う人材の育成や防災に
関する住民意識の向上を推進する必要がある。

○北海道太平洋側地域における道路啓開を迅速に行うため
「北海道道路啓開計画」(初版）を策定（令和２年３月）。
○平成30年９月の北海道胆振東部地震の際には、自衛隊や
国土交通省の支援船による支援活動を苫小牧港で行った。
また、全国においては、非常災害発生時に港湾管理者か
らの要請に基づき、国が港湾施設の利用調整等の管理業
務を行う事例も発生している。今後も大規模災害に備え
た災害対応力の強化が必要である。

○ 大規模地震や津波、想定し得る最大規模の洪水、火山噴火等の自然災害に対し、円滑かつ確実な避難行動

のための対策やソフト対策の支援を行い、地域防災力の向上を図る。

○ 災害が発生した場合にも被災地の支援活動や社会経済活動の継続に必要な人流・物流を支えるため、関係
機関と連携し、道路啓開計画の策定、港湾における防災訓練の実施、港湾ＢＣＰの改善等を行い、防災対応
力の向上を図る。

【現状・背景】

北海道太平洋側港湾BCPに基づく
図上訓練（Ｒ１ 函館港、十勝港）

港湾における総合防災訓練
（Ｒ１ 岩内港）

地地域域防防災災力力・・防防災災対対応応力力のの向向上上

（（１１））激激甚甚化化・・多多様様化化すするる災災害害へへのの対対応応とと安安全全・・安安心心なな社社会会基基盤盤のの形形成成

メディアと連携した災害情報の発信
（Ｒ３．６ 北海道地方メディア連携協議会）

災害の切迫情報を伝える
簡易型河川監視カメラの設置

（常呂川）

観測所水位
（ポップアップ）

観測所水位
（ポップアップ）

浸水想定区域図
（スクロール拡大）

カメラ画像
（ポップアップ）

防災情報をわかりやすく伝えるための取組（水害リスクライン）

○水災害による人命被害の回避や経済被害の最小化を図るため、想定最
大規模の洪水等に対するハザード情報の公表、災害時における防災行
動とその実行主体を時系列であらかじめ整理するタイムラインの整備、
円滑かつ迅速な避難や被害軽減のための対策、訓練等の実施を推進。

○北海道太平洋側地域に続き、日本海側・オホーツク海側地域の道路啓
開計画の検討を進めるとともに、関係機関の連携等具体的な取組内容
を整備。

○大規模地震・津波を想定した港湾における緊急物資輸送訓練等の総合
防災訓練、港湾ＢＣＰの改善等を実施。

○道の駅において、地域の一時避難所等に活用する等の防災拠点化を推
進。また、広域的な復旧・復興活動拠点として選定された「防災道の
駅」において、復旧・復興活動等に活用する等の防災機能強化を促進。

○災害時における医療活動や救援物資調達等の官民連携体制を構築。

道の駅に停車する救護車両
（道の駅「メルヘンの丘めまんべつ」）

【取組】

北海道開発局と札幌医科大学
の連携協定締結（Ｒ３．６）

北海道開発局とセコマグループの
連携協力協定締結（Ｒ３．６）

｜
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暴風雪による電線の破断

（網走市 国道244号）

道路の防災性の向上（札幌市 国道12号）

整備後電柱により歩道が狭い箇所は人力で
除雪するため作業効率が低下

(苫小牧市 国道36号)

■■電電線線・・電電柱柱のの課課題題例例

■■緊緊急急輸輸送送道道路路ににおおけけるる防防災災性性のの向向上上事事例例

【取組】【現状・背景】

○令和２年度末の北海道における無電柱化率は1.5％（札幌市2.0％）※1。
（参考）北海道の緊急輸送道路：5.5％（札幌市：14％）（Ｒ２年度末）※1

東京23区：８％（Ｒ１年度末）※2

※1：道路延長ベース（北海道開発局調べ） ※2：道路延長ベース（国土交通省調べ）

○北海道では冬期の地盤凍結による道路構造・埋設物への影響により、
低コスト技術の導入が難しかったが、平成30年度から令和２年度に
関係機関連携の下で実証試験を実施して課題を克服し、令和３年度
から低コスト手法の導入を開始。

（（１１））激激甚甚化化・・多多様様化化すするる災災害害へへのの対対応応とと安安全全・・安安心心なな社社会会基基盤盤のの形形成成

【【新新工工法法のの活活用用（（トトレレンンチチャャーー掘掘削削機機））】】

※土木工事標準積算基準書による試算値（掘削幅50cm、掘削深さ100cm）

※令和2年度 寒地土木研究所による試験施工実測値（掘削幅61cm、掘削深さ100cm）

■■低低ココスストト手手法法

【【浅浅層層埋埋設設】】

従来よりも浅い位置に管路を埋設することで
掘削量や仮設材を削減。

浅層埋設実証試験
（美深町）

管路

路盤

管路

掘削不要

120cm

６０cm

アスファルト舗装

路盤

従来埋設 浅層埋設

美深町の凍結深さを

考慮した浅層埋設のイメージ

【【角角型型多多条条電電線線管管】】

安価で弾性があり軽量な管種の採用
で施工性改善とコスト低減。

角型多条電線管の試験施工
（寒地土木研究所 苫小牧寒地試験道路）

角型多条電線管
のイメージ

※国土交通省HPより

〇令和３年度から５年間を計画期間とする「無電柱化推進
計画」に基づき、防災性の向上、安全で快適な通行空間
の確保、良好な景観の形成や観光振興の観点から、市街
地等の緊急輸送道路における無電柱化を推進。

○積雪寒冷地での凍結深さを踏まえた浅層埋設や角型多条
電線管等の低コスト手法の導入を図るとともに、新工法
の活用や各関係機関と一体的に無電柱化整備を行うこと
で、効率的に無電柱化を推進。

○ 道路の防災性の向上、安全で快適な通行空間の確保、良好な景観の形成や観光振興の観点から、低コスト
技術を積極的に導入しつつ、無電柱化推進計画に基づき、各道路管理者・関係事業者の連携の下、無電柱化
を推進する。

防防災災、、通通行行のの安安全全、、景景観観のの向向上上にに資資すするる無無電電柱柱化化のの推推進進

・令和３年度、国道５号赤松街道無電柱化工
事において、北海道の公道で初めて採用。

・寒地土木研究所協力の下、工事期間短縮や
コスト縮減について検証。

トレンチャー機械による掘削の試験施工
（国道５号 赤松街道電線共同溝）

｜
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【取組】【現状・背景】

○ 事故データやビッグデータを活用した分析により、事故の危険性が高い区間を抽出して重点的な対策を
実施する「事故ゼロプラン」※を推進するとともに、高規格道路の暫定２車線区間については、正面衝突
事故対策としてワイヤロープの設置を計画的に推進する。また、通学路や未就学児の移動経路において、
子供の安全な通行を確保するための取組を関係機関と連携し推進する。

○事故ゼロプランの推進により、北海道内の死傷者数・死者数とも減少傾
向だが、令和２年の死者数は全国ワースト３であるなど、課題が多い。

○北海道の事故の特徴は、夏期は前方不注意など漫然運転による追突事故
が多く、冬期は凍結路面での操作ミスによる追突や重大事故につながり
やすい正面衝突事故が多い傾向。

○高規格道路の暫定２車線区間（土工部・中小橋）におけるワイヤロープ
の設置を平成30年度から開始。

○事故データやビッグデータ分析に基づく事故ゼロプ
ランにより､重点的･集中的に交通安全対策を推進｡

○高規格道路の暫定２車線区間（土工部・中小橋）に
おけるワイヤロープの設置を、令和４年度までの完
了を目指し推進。

○通学路など子供の移動経路における交通安全の確保
に向け、関係機関と連携し、合同点検を受けた箇所
等における対策を推進。

（（１１））激激甚甚化化・・多多様様化化すするる災災害害へへのの対対応応とと安安全全・・安安心心なな社社会会基基盤盤のの形形成成

交交通通安安全全対対策策のの推推進進

※事故ゼロプラン：交通事故の危険性が高い区間である「事故危険区間」の交通事故対策の取組。

追追突突
4466％％

車車両両逸逸脱脱事事故故
3311％％

滑滑りり止止めめ舗舗装装
路路面面表表示示

人人対対車車両両

1111%%

出出会会いい頭頭

1199%%

右右折折時時

1177%%

そそのの他他

1133%%

■■ビビッッググデデーータタのの活活用用事事例例
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事
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（（箇箇所所））

※北海道開発局調べ

急急ブブレレーーキキがが多多発発すするる潜潜在在
的的危危険険区区間間をを発発見見

死傷事故
急ブレーキ

事故危険区間

事故危険区間

■■北北海海道道のの国国がが管管理理すするる道道路路ににおおけけるる事事故故状状況況

0
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20

30

40

50

死
亡
事
故
割
合

（（件件//110000件件））

３３８８％％

１１２２％％

一般道路 高高規規格格道道路路
交通安全対策：防護柵

【【郊郊外外部部（（単単路路））】】【【市市街街部部（（交交差差点点））】】

郊郊外外部部((単単路路))でではは車車線線
逸逸脱脱事事故故及及びび追追突突のの割割
合合がが高高いい

視視距距改改良良、、路路肩肩拡拡幅幅
段段差差舗舗装装 等等

追追突突
4400％％

※北海道開発局調べ

※平成28年～令和元年事故データ

等等

市市街街部部((交交差差点点))でではは追追
突突事事故故のの割割合合がが高高いい

一一般般道道路路にに比比べべ高高
規規格格道道路路はは死死亡亡事事
故故割割合合がが高高いい

ワワイイヤヤロローーププのの
設設置置

■■高高規規格格道道路路ににおおけけるるワワイイヤヤロローーププ対対策策

■■北北海海道道のの事事故故危危険険区区間間（（一一般般国国道道））ににおおけけるる
交交通通事事故故のの発発生生状状況況

潜在的危険区間に対する未然防止型の対策

《正面衝突事故における死亡事故割合》

■■子子供供のの移移動動経経路路ににおおけけるる
対対策策事事例例

■■正正面面衝衝突突事事故故対対策策：：ワワイイヤヤロローーププのの設設置置
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63% 28%

○ 各種インフラ施設が有する機能を長期にわたって適切に確保するため、河川管理施設、道路施設、港湾
施設、空港施設、農業水利施設、治山施設、漁港施設、公園施設等の各施設に応じた点検及び計画的・
効率的な維持管理を図り、適切な老朽化対策を推進する。

社社会会経経済済活活動動をを支支ええるるイインンフフララ施施設設のの老老朽朽化化対対策策

○高度成長期に集中的に整備された社会資本の
老朽化が加速的に進行するため、より一層計
画的、集中的に老朽化対策を実施する必要が
ある。

【現状・背景】
○事後保全から予防保全へ本格転換を図り、ドローン等新技術の活
用による点検の高度化・効率化や施設の集約・再編等のインフラ
ストックの適正化等により、戦略的なインフラ老朽化対策を推進
するとともに、人材育成や技術支援を推進。

【取組】

点検の高度化・効率化事例

ドローン
からの画像

測量結果に基づく
三次元データ

音響測深機

ドローン

（（１１））激激甚甚化化・・多多様様化化すするる災災害害へへのの対対応応とと安安全全・・安安心心なな社社会会基基盤盤のの形形成成

・ドローンを活用して冬期
に車両の進入が困難な堤
防の状態を把握。

・防波堤・護岸に用いられる消波ブロックの点検に、陸上部ではドローン
を、水中部では音響測深機等を活用。

・漁港施設の水中調査を水中ドローンにて
実施。

監督測量船

水中ドローン

・トンネル覆工の点検を従来の近接目視・打音検査からレー
ザー打音法を用いた遠隔検査に。

③

⑥

⑤

②

30cm

①

④

⑧⑦

レーザー打音検査状況

・北海道白老町の要請に基づき、
白老町管理の白老橋において北
海道開発局、国土技術政策総合
研究所、(国研)土木研究所の職
員等で構成する｢道路メンテナ
ンス技術集団｣による直轄診断
を令和２年度に実施。

・診断の結果、補修には高度な技
術力を要するため、白老町の要
請により、令和３年度より修繕
代行として事業化。

所在地：北海道白老郡白老町高砂
路線名：町道中央通線
橋 長：１４８．２ｍ
建設年度：昭和２８年（６６年経過）
構造形式：３径間連続ＲＣ桁橋２連＋単純ＰＣ床版橋

白白老老橋橋（（北北海海道道白白老老郡郡白白老老町町））

支支承承部部

水中ドローン
からの撮影画像

管理施設数と点検結果の状況（北海道開発局管理）

１巡目点検（2014年度～2018年度）における点検結果

Ⅰ判定
（健全）
Ⅱ判定

（予防保全）

Ⅲ判定
（要対策）4,201施設 255施設 1,868施設

橋梁 トンネル 道路附属物
Ⅲ判定数：
639施設

Ⅲ判定数：
93施設

Ⅲ判定数：
255施設

判判定定区区分分ⅡⅡ

15％％
判判定定区区分分ⅢⅢ

36％％

判判定定区区分分ⅠⅠ
1％％

判判定定区区分分ⅡⅡ
31％％

判判定定区区分分ⅠⅠ
54％％

判判定定区区分分ⅡⅡ
15％％

判判定定区区分分ⅢⅢ
36％％

判判定定区区分分ⅡⅡ
63％％ 判判定定区区分分ⅡⅡ

53％％

判判定定区区分分ⅢⅢ
14％％

判判定定区区分分ⅠⅠ
33％％

橋梁
１巡目Ⅰ･Ⅱ判定（未着手）
における２巡目点検結果

（436施設）

※R2.9時点北海道開発局調べ

Ⅰ判定
（健全）
Ⅱ判定

（予防保全）

Ⅲ判定
（要対策）

Ⅲ判定の対策を実施するとともに、予防保全としてⅡ判定の対策を実施し、的確な
メンテナンスサイクル（点検・診断・措置・記録）を推進。

予防保全を行わなかった場合、
約１０％が２巡目点検において
Ⅲ判定へ進行

10%

地方公共団体への技術支援（道路メンテナンス技術集団）

｜
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【現状・背景】 【取組】
○除雪機械の熟練オペレータの減少等、除雪を取り巻く課題の解決のた
め、産学官民が連携したプラットフォーム「i-Snow」による取組を推
進。

○丘陵堤※における除草自動化を進めるため、遠隔式大型除草機を活用
した除草自動化技術の開発や自動除草機の運用基準等を策定。

○調査・測量、設計、施工、検査及び維持管理・更新のあらゆるプロセ
スにおいてi-Constructionを推進。

○人口減少や高齢化が進む中にあっても、社会資本
の整備や社会の安全・安心の確保といった建設業
の役割を果たすため、生産性向上や将来にわたる
担い手確保が必要不可欠。

○このため、デジタル技術の活用による作業の効率
化や安全な労働環境の実現が求められている。

（（１１））激激甚甚化化・・多多様様化化すするる災災害害へへのの対対応応とと安安全全・・安安心心なな社社会会基基盤盤のの形形成成

※丘陵堤：石狩川等に分布する軟弱な地盤地帯（泥炭層）に対応した法勾配１:５～１:10の緩やかな傾斜の堤防。

○ 積雪寒冷地である北海道特有の気象や構造物特性等を踏まえたインフラ分野のＤＸ※1を推進するとともに、
建設現場での効率化・省力化に向けＩＣＴの全面的な活用などi-Construction※2を推進する。
※1 インフラ分野のＤＸ：データとデジタル技術を活用して、社会資本や公共サービス、組織の文化・風土、働き方を変革すること。
※2 i-Construction：ＩＣＴの全面的な活用を建設現場に導入することによって、建設生産システム全体の生産性向上を図る取組。

積積雪雪寒寒冷冷地地ににおおけけるるイインンフフララ分分野野ののＤＤＸＸ及及びびii--CCoonnssttrruuccttiioonnのの推推進進①①

機械操作の
自動化

吹雪時の
車両運転支援

除除雪雪現現場場のの省省力力化化にによよるる生生産産性性・・安安全全性性のの向向上上 ~i-Snow~
【取組のロードマップ】

Before

除雪現場の生産性・安全性向上

熟練オペレータによる
• 車両運転
• 走行位置の把握
• 作業装置操作

オペレータによる
• 車両運転

道路構造や沿道状況を熟知
した熟練オペレータと助手の
２名体制が必要

助手による
• 作業装置操作
• 安全確認 衛星による走行位置の把握や

作業装置操作の自動化等によ
り、ワンマン化

After
熟練オペレータを含めた2名体制で除雪しているが

人⼿不⾜や技術継承が課題
機械操作の自動化によりオペレータ1名で安全に除雪作業が可能となり
人口減少下でも必要な除雪サービスを維持

吹雪による通⾏⽌め時は除雪作業が困難であり
天候回復後に除雪作業を⾏うため通⾏⽌めが⻑
期化

吹雪時は除雪作業が困難

吹雪時の⾞両運転支援により除雪作業の継続が可能となり
天候回復後速やかに通⾏を再開

映像処理後

映像鮮明化技術により車載
モニターで周辺状況を確認

｜
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（（１１））激激甚甚化化・・多多様様化化すするる災災害害へへのの対対応応とと安安全全・・安安心心なな社社会会基基盤盤のの形形成成

積積雪雪寒寒冷冷地地ににおおけけるるイインンフフララ分分野野ののＤＤＸＸ及及びびii--CCoonnssttrruuccttiioonnのの推推進進②②

堤堤防防除除草草のの自自動動化化 ~SMART-Grass※※~
○堤防除草の自動化に向け、石狩川の堤防において現地試験を行いながら、
オープンイノベーションとして民間企業等との連携による技術開発を実施。

※※SMART-Grass ～Self-Moving And Remote-sensing Technique for Grass-cutting～

令令和和元元年年度度にインフラメンテナン
スの省人化、効率化を目的として
『除草自動化検討ワーキングSMART
-Grass』を立ち上げ、検討を開始。

令令和和２２年年度度は、試験地において北
海道大学所有の自動走行農機の試験
作業を行い傾斜地における自動走行
の課題を抽出し、除草自動化に向け
た要素技術の調査選定を実施。

令令和和３３年年度度は、各種要素技術の開
発企業と連携して試験用実機の改造
と、運用基準改定の検討を行う。

令令和和４４年年度度は、試験地において改
造機による除草作業の実証試験を実
施し、その評価と改良を行う予定。

ｱｱﾄﾄﾞ゙ﾊﾊﾞ゙ｲｲｻｻﾞ゙ｰー 北海道大学大学院 農学研究院
寒地土木研究所

構構成成員員 北海道開発局
各種要素技術開発企業

除草自動化検討ワーキングメンバー

【【IICCTTをを活活用用ししたた堤堤防防除除草草のの自自動動化化ｲｲﾒﾒｰーｼｼﾞ゙】】

⽯狩川丘陵堤における試験地の3次元ﾃﾞｰﾀ

【【令令和和２２年年度度 自自動動走走行行農農機機((ﾛﾛﾎﾎﾞ゙ｯｯﾄﾄﾄﾄﾗﾗｸｸﾀﾀｰー))
にによよるる試試験験のの状状況況】】

トラクターモア ハンドガイド

肩掛け式遠隔式大型除草機

【【現現在在行行わわれれててるる堤堤防防除除草草】】

北北海海道道ににおおけけるるi-Construction

○設計データと現地盤データとの差分
に基づき、操作を半自動制御する建
設機械を活用することで濃霧条件下
でも施工可能となり、降雪が多く施
工に適した期間が短い山地での工期
短縮に寄与。

濃濃霧霧条条件件下下ででののＩＩＣＣＴＴ施施工工状状況況

○ＧＮＳＳを活用しブルドーザの
走行経路を分散させることで、
北海道特有の軟弱地盤が分布す
る農地の泥濘化や不陸を防止し
効率的な整地を実施。

ＧＧＮＮＳＳＳＳをを活活用用ししたた整整地地工工のの状状況況

○水中掘削は水位の低い冬期間での
施工が必要となるが、ＩＣＴ施工
を行うことで日々の準備時間が短
縮され、課題であった掘削作業の
効率化と安全性が向上。

○施工履歴を用いたＩＣＴ施工に
よる出来型管理を活用すること
で、積雪期の出来型管理に必要
であった除雪作業が不要となり、
省力化、工期短縮に寄与。

ＩＩＣＣＴＴ建建設設機機械械にによよるる
掘掘削削作作業業のの状状況況

施施工工履履歴歴をを用用いいたたＩＩＣＣＴＴ施施工工

モニター

施工履歴

アンテナ

アンテナ

※GNSS：衛星測位システムの総称

｜
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○ 北海道のような積雪寒冷地におけるインフラの機能維持を図るため、寒地土木研究所を中心とした積雪
寒冷地の技術に関する研究・開発を進めるとともに、直轄工事への実装や自治体への支援を推進する。

積積雪雪寒寒冷冷地地ににおおけけるるイインンフフララ整整備備・・維維持持管管理理にに関関すするる技技術術のの開開発発・・展展開開

○寒地土木研究所を中心とした積雪寒冷地の技術
に関する研究・開発を進めるとともに、直轄工
事への実装や自治体への技術的支援を推進。

【取組】

○北海道は、インフラ整備において、冬期の除雪を考慮して道路上に堆
雪スペースを設置するといった地域特有の条件があるほか、維持管理
においても、凍害や流氷による構造物の劣化に対して機能維持を図る
必要があるなど、地域特有の課題を有する。

【現状・背景】

技術の研究・開発

北海道における積雪寒冷の厳しい気象
条件、土壌条件等を克服するため、国、
国立研究開発法人、大学、民間等の連
携を強化しつつ、積雪寒冷地に対応し
た技術開発・研究開発に中長期的な観
点から取り組む。北海道の特性を活か
した先進的・実験的取組を積極的に推
進し、積雪寒冷技術研究のフロンティ
ア、先駆的フィールドとしての役割を
高める。

自治体への支援

ワイヤロープ式防護柵の
衝突実験（共同研究）

非破壊試験（表面走査法）
による凍害点検

（（１１））激激甚甚化化・・多多様様化化すするる災災害害へへのの対対応応とと安安全全・・安安心心なな社社会会基基盤盤のの形形成成

積雪寒冷地特有の損傷・劣化等に対す
る技術を中心に、シンポジウム等を通
じた土木技術の普及促進や現場での諸
問題に対する技術的支援を推進する。

シンポジウム等による技術の普及

自治体への技術支援状況

直轄工事への実装

軟弱地盤上の盛土を
補強するための

グラベル基礎補強工法

表土ブロック移植による法面緑化工法

研究・開発を行った技術の普及を図る
とともに、新技術活用システムに登録
することで北海道開発局の直轄工事へ
の実装を推進する。

衝撃加速度による
盛土の品質管理方法

｜
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○北海道の森林面積は全国の約２割
・全国の森林面積の22％を占める北海道の森林は、ＣＯ２の吸収源として重要な役割。

【現状・背景】

北海道の再生可能エネルギー導入ポテンシャル

再再生生可可能能エエネネルルギギーーのの導導入入拡拡大大、、脱脱炭炭素素化化等等のの取取組組①①

（（２２））ゼゼロロカカーーボボンン北北海海道道等等のの実実現現にに向向けけたた施施策策のの展展開開

発電種別 全国順位 備考

風力（陸上） １位 全国に占める割合：約55%

風力（洋上） １位 全国に占める割合：約29%

中小水力（河川） １位 全国に占める割合：約10%

太陽光（公共系等） １位 全国に占める割合：約18%

地熱 ３位
国立・国定公園を除く、
傾斜掘削なし

○ グリーン社会の実現に向け、北海道に豊富に賦存する再生可能エネルギーの導入促進、供用・管理段階
でのインフラサービスにおける省エネルギー化、吸収源対策等、ゼロカーボン北海道の実現に向けた取組
を推進する。

出典：環境省「再生可能エネルギー情報提供システム
【REPOS（リーポス）】」（2021年6月時点）から北海道局作成

○北海道に豊富に賦存する再生可能エネルギー等を活かし、水素を活用した地域づくりやゼロカーボン北海道の実現に寄与す
る先導的な取組を地方自治体、民間企業等との連携により実施。

先先進進地地視視察察
（（仙仙台台市市））

【取組】

○北海道の再生可能エネルギー導入ポテンシャルは全国随一
・北海道には、風力、太陽光、地熱等の再生可能エネルギーが豊富に賦存。
・ゼロカーボン北海道の実現に向け更なる活用が必要。

○再生可能エネルギー導入には出力不安定等の課題
・再生可能エネルギーは出力が不安定であることに加え、送電設備の容量が不足
しているため、接続可能量が限定的。

・ 再生可能エネルギーを水素等の形で貯蔵・輸送することにより、その活用範囲
が更に拡大。

■苫東地域におけるカーボンニュートラルの推進
・平坦かつ広大な用地を有し、カーボンニュートラ
ルの実現に寄与する先導的な取組の適地である苫
東地域において、地方自治体及び民間企業等と連
携した推進体制で、再生可能エネルギーの導入等
による産業展開を視野に入れた調査を実施。

＜脱炭素化を先導する取組＞

■北海道水素地域づくりプラットフォーム
・北海道に豊富に賦存する再生可能エネルギーの

導入を促進するため、平成27年度にプラット
フォーム（国、自治体、民間企業等が参加）を
設立。

・水素を活用した地域づくりに係る取組や課題の
共有と意見交換を実施。

・先進地域の視察、「脱炭素化に向けた水素利用
の将来展望」や「地域分散型エネルギーシステ
ム」に関する講演（直近は、令和３年１月にオ
ンライン開催、参加・傍聴222名）等も実施。

｜
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○インフラに太陽光発電施設や小水力発電施設を導入し、インフラの供用段階において、再生可能エネルギーを生産・利用。

【取組】

再再生生可可能能エエネネルルギギーーのの導導入入拡拡大大、、脱脱炭炭素素化化等等のの取取組組②②

（（２２））ゼゼロロカカーーボボンン北北海海道道等等のの実実現現にに向向けけたた施施策策のの展展開開

■ダムの未利用水を活用した小水力発電の推進

■河川防災ステーションへの太陽光発電施設の設置

■農業用水を利用した小水力発電の推進

■国営滝野すずらん丘陵公園と道立公園のゼロカーボン化の推進

＜インフラのライフサイクルでの取組＞

滝野すずらん丘陵公園（札幌市）

取取水水設設備備

未未利利用用水水をを
活活用用ししたた発発電電

利利水水放放流流
設設備備

道道道道三三笠笠
岩岩見見沢沢線線

幾幾春春別別川川三三笠笠方方面面

新新桂桂沢沢
発発電電所所

滝野すずらん丘陵公園

・国営滝野すずらん丘陵公園と道
立公園において、再生可能エネ
ルギーの利用や省エネルギー化
を推進。

・また、適切な樹林の整備・管理
や育成を通じた吸収源対策と合
わせ、市民参加型の植樹等啓発
プログラムの提供を推進。

太陽光パネル

・新桂沢ダムでは、河川環境
を維持するための放流水を
活用し、河川管理者と発電
事業者が連携して新たな小
水力発電の導入を推進。

・北海道が管理するダムにお
いても、小水力発電施設の
導入に向けた検討を実施。

・緑ダムにおいて、斜網地
域の畑地かんがい施設に
係る維持管理費の節減及
びCO2の排出削減を目的

として、既設放水路の落
差を利用した小水力発電
施設の整備を実施。

小水力
発電施設

取水施設

既設放水路

・大空地区河川防災ステーショ
ン（大空町）に太陽光発電施
設を設置し、再生可能エネル
ギーの導入を促進。

（設置イメージ）

｜
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○インフラの改修による省エネルギー化によって消費電力
量の削減を図り、供用段階におけるＣＯ２排出量を削減。

【取組】

再再生生可可能能エエネネルルギギーーのの導導入入拡拡大大、、脱脱炭炭素素化化等等のの取取組組③③

（（２２））ゼゼロロカカーーボボンン北北海海道道等等のの実実現現にに向向けけたた施施策策のの展展開開

■道路照明灯のLED化

国道231号濃昼トンネル（石狩市）

・道路照明灯をLED化するとともに、設置間隔を広げることにより、
消費電力量を削減し、CO2排出量を削減。

対対策策前前
（（低低圧圧ナナトトリリウウムム）） 対対策策後後（（ＬＬＥＥＤＤ））

■揚水機場の統廃合による消費電力の削減

■環境家計簿によるＣＯ２排出削減量の見える化

■i-Construction

○インフラの建設施工段階において、ＣＯ２排出量を見え
る化してＣＯ２削減意識の向上を図るとともに、ＩＣＴ
を活用した施工の効率化等によりＣＯ２排出量を削減。

【取組】

■空港LED灯火の導入

・航空灯火（滑走路灯火、誘導路灯火、進入灯
火）の灯器を電球式からLED式へ変更し、消
費電力を少なくすることで、CO2排出量を削減。

電球式 LED式

例：誘導路灯

・受注者と発注者が協働でCO2排出量を見える化する環境家計簿
に取り組むことで、工事現場におけるCO2削減活動の促進及び
CO2削減意識の向上を図る。

＜環境家計簿の取組手順の例＞
① 取組期間中の重機延べ稼働台数等を集計。
② 集計した重機延べ稼働台数等を調査表に入力し、CO2排出量

を算出。
③ 遠隔臨場など各取組によるCO2削減量を算出。

・建設施工段階において、測位技術・センサー・通信技術等を組み
合わせることで施工の効率化を図り、建設機械からのCO2排出量
を削減。

・篠津運河中流地区において、施設の改修に併せて用水系統の見
直しを行い、揚水機場を３箇所から２箇所に統廃合して消費電力
を軽減し、CO2排出量を削減。

篠津運河

揚水機場
を廃止

３系統から２系統に
用水系統を見直し

篠津運河

道路の新設工事におけるICT建設機械での切土法面の掘削状況

従来、職員が現場で施工状況等の確認を行っていたが、WEB会議シ
ステム等を活用し、現場に行かず確認を行うことで、職員の移動に伴う
CO2排出量を削減。

遠隔臨場により職員の移動が減少

検査状況（現場） 検査状況（事務所）
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再再生生可可能能エエネネルルギギーーのの導導入入拡拡大大、、脱脱炭炭素素化化等等のの取取組組④④

（（２２））ゼゼロロカカーーボボンン北北海海道道等等のの実実現現にに向向けけたた施施策策のの展展開開

○インフラの維持管理の過程で生じる伐採木、道路排雪、ダムの放流水等の未利用エネルギーを熱供給及び再生可能エネルギー
として活用。

【取組】

■ダム運用の改善による水力発電量
の増強

・北海道開発局が管理する17の多目
的ダムにおいて、洪水時の対応に支
障のない範囲で運用を改善すること
により、水力発電量を増強。

（運用改善の例）
洪水を貯留した後、次の洪水に備え
貯留水を放流する際に発電を行う。

■河川維持による河道内樹木の伐採木、堤防除草による刈草等の
バイオマスエネルギー等への活用

［堤防除草による刈草の活用］
・バイオマスタウン構想を推進する鹿追町と連携し、堤防除草で大量に
発生する刈草をバイオガス発電の原料として使用し、CO2排出量削減
や地域の循環型社会形成へ寄与。

公募申請者がチップ化・運搬・発電河川管理者による伐採・切断・仮置き

堤防除草

発電機を
通さないダム
放流の抑制

取取水水施施設設

水水力力発発電電施施設設

鹿追町環境保全センター

■道路排雪の冷熱エネルギーとしての利活用

・冬に国道の排雪を集積しておき、夏に周辺施設（籾貯蔵施設、養護老人
ホーム等）の冷熱エネルギーとして利活用を推進。

【 沼田式雪山センターの事例 】

雪の取出し

雪堆積状況

雪の直接運搬による
冷熱の利用

利雪型低温
籾貯蔵施設

沼田町養護老人ホーム沼田町生涯学習
総合センター

次の洪水に備え
貯留水を放流する
際に発電を行う

［河道内樹木の伐採木の活用］
・石狩川では、伐採木を活用する事業者を公募。令和２年度の申請事
業者はバイオマス発電に活用し、約7,600戸の年間使用電力量を供給。

・天塩川水系、十勝川水系では、それぞれ下川町、帯広市へ伐採木を
提供。各自治体では、公共施設における木質バイオマスボイラーの燃
料として暖房等へ利用。下川町では町の公共施設における熱需要の
約７割を賄う。

［土砂災害の復旧で撤去した倒木の利用］

・胆振東部地震の被災地で大量に発生した倒木等について、北海道、
厚真町、苫小牧広域森林組合等の協力団体と連携して撤去するとと
もに、一般材への利用やバイオマス燃料用チップへの有効活用を実施。

（写真提供：沼田町）
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○陸上及び海上の交通・物流ネットワーク整備、農業のスマート化、道の駅を活用した次世代自動車普及促進の取組等により、
ＣＯ２排出量を削減。

【取組】

再再生生可可能能エエネネルルギギーーのの導導入入拡拡大大、、脱脱炭炭素素化化等等のの取取組組⑤⑤

（（２２））ゼゼロロカカーーボボンン北北海海道道等等のの実実現現にに向向けけたた施施策策のの展展開開

■自転車活用の推進

■道路ネットワーク整備
・ＣＯ２削減に寄与する道路ネット
ワークの整備、渋滞対策等を推
進。

・自転車通行空間の整備やシェアサイク
ルの普及促進等、自転車活用の推進
を図ることにより、 交通における自動車
への依存を低減し、CO2排出量を削減。

■港湾の整備

・石狩湾新港において、新たな貨
物の輸入及び鉄スクラップの遠
方国への輸出に必要な大型船
に対応した岸壁の整備、泊地
の浚渫等、国際物流ターミナル
の整備を推進。

・これにより、大量一括輸送が可
能となり、ＣＯ２排出量が削減。

・バイオマス発電所（令和４年８
月稼働予定）への発電燃料(木
質ペレット、ＰＫＳ※)の安定供給
にも寄与。

約30000DWT船
→現状は水深の制約により満載で入港できない

・今後５か年で開通予定の直轄
国道におけるＣＯ２排出削減効
果は約６万ｔ/年※。

一般国道337号 道央圏連絡道路 泉郷道路

■「道の駅」を活用した次世代自動車普及促進の取組

道の駅「もち米の里☆なよろ」のEＶ急速充電器

・農地の大区画化と併せて、町がＲＴＫ－ＧＮＳＳ基地局を設置し、
長い直線区間でも高精度の作業可能な自動操舵システムを農機へ
導入することで、作業重複が削減され、CO2排出量を削減。

■農地の大区画化及びスマート農業

＜交通・物流・生産空間における取組＞

ドライブ観光中に「道の駅」で充電する次世代自動車

※北海道開発局調べ

・次世代自動車の普及を促進するため、国・北海道・自治体、管理者
が連携し、全ての「道の駅」へのEＶ急速充電器設置を促進。

※※「「PPaallmm  KKeerrnneell  SShheellll」」：：パパーームム椰椰子子のの種種かかららパパーームム油油をを搾搾油油ししたた後後のの椰椰子子殻殻

一般国道230号（札幌市）

自転車の通行位置を示す
矢羽根型路面表示の設置例

大区画ほ場においても自動で直進

走行でき、作業負担が軽減。

○自動操舵機能付田植機○スマート農業の実装

農地の大区画化と併せて、町がＲＴＫ－ＧＮＳＳ
基地局を設置し、農業機械の位置情報の精度を大
幅に改善。 写真提供：今金町

※ＲＴＫ－ＧＮＳＳ：測定位置と基地局のアンテナを用いて、
高精度に測定位置の座標を取得する衛星測位システム。
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○北海道の豊富な森林資源の適正な管理・活用及び沿岸域におけるブルーカーボン生態系※の創出によりＣＯ２を吸収・固定。

※ブルーカーボンとは海洋生態系に蓄積される炭素のことであり、そうした作用を有する生態系を「ブルーカーボン生態系」という。

【取組】

再再生生可可能能エエネネルルギギーーのの導導入入拡拡大大、、脱脱炭炭素素化化等等のの取取組組⑥⑥

（（２２））ゼゼロロカカーーボボンン北北海海道道等等のの実実現現にに向向けけたた施施策策のの展展開開

■森林吸収源対策の推進

・森林の有する多面的機能の維持・増進を通じて森
林吸収源対策を強化するため、間伐や再造林等を
推進するとともに、ＣＯ２の吸収・固定能力等が高い
優良種苗「クリーンラーチ」の普及を促進。

マウンドを浅くすることで日光が届き、昆布等の海草類が定着する
ことによって、ＣＯ２吸収源対策となる水生生物の生息環境を創出

島島防防波波堤堤

〔胆振海岸における海岸保全施設の整備〕

■ブルーカーボン生態系の創出

〔釧路港エコポート事業〕
・釧路港西港区の島防波堤にお
いて、 従来の防波堤機能に加え
て、 防波堤背後に盛土を行い、
水深の浅い背後盛土上で藻場
（=ブルーカーボン生態系）を創
出することにより、ＣＯ２吸収源と
しての効果を発揮。

＜吸収源対策の取組＞

北方型住宅の建設が進む分譲地（南幌町）道産材を活用した道営住宅（余市町）

○木材を活用した公営住宅の整備、高い省エネルギー基準
を満たした北方型住宅の普及を促進。

【取組】

＜住宅・建築物における取組＞

出典：地方独立行政法人 北海道立総合研究機構森
林研究本部 林業試験場パンフレット「種苗
の品種にこだわる時代がやってきた」

(左)クリーンラーチ苗木、(中)苗畑、(右)林齢34年生林分

人工リーフ
白白老老町町市市街街

・人工リーフの整備にあたり、水産生物の
生息に配慮し、水産協調型ブロックを使
用。
・ブロックに海藻類が付着・生育し、ＣＯ２

を吸収・貯留する海藻類の生育環境を
創出。
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（（２２））ゼゼロロカカーーボボンン北北海海道道等等のの実実現現にに向向けけたた施施策策のの展展開開

ググリリーーンンイインンフフララをを活活用用ししたた自自然然共共生生地地域域づづくくりり①①

○ 社会資本整備や土地利用において、自然環境
が有する多様な機能を積極的に活用するグリー
ンインフラの取組を推進。

○生物多様性の損失や天然資源の減少、地球温暖化の進展
等、地球規模での環境問題が深刻化。

○北海道の豊かな自然環境を国民共通の資産として将来に
わたって継承するため、環境面等から持続可能な地域社
会の構築が必要。

【現状・背景】

○北海道の地域特性を活かした湿原の保全・再生に向けた
取組、河川環境の整備、道路整備等を推進。

■釧路湿原での取組
・釧路湿原は、日本最大の湿原で、タンチョウをはじめとする貴
重な野生生物が生息。年間を通して多くの人々が訪れ、環境面
のほかにも保水・浄化機能、洪水調節機能等を有しており、将
来にわたって保全すべき貴重な財産。

・釧路湿原では、多様な主体が参加する協議会により、持続可能
な地域の財産となるよう、湿原の保全・再生に向けた取組(旧
川復元や土砂流入対策等)を推進。

【取組】

・湿原は、温室効果ガスである
ＣＯ２を吸収するため、湿原の
保全・再生は、地球温暖化対策
にも貢献。

釧路湿原取組内容

①①湿湿原原のの再再生生

【幌呂地区、国土交通省】

②②農農業業用用排排水水路路合合流流部部のの沈沈砂砂池池
【南標茶地区、国土交通省】

②②下下流流へへのの土土砂砂流流出出をを抑抑制制
すするる河河道道のの安安定定化化対対策策
【久著呂川、北海道】

②②農農業業排排水水路路合合流流部部のの沈沈砂砂池池、、河河川川沿沿
いい土土砂砂調調整整地地、、水水辺辺林林･･緩緩衝衝帯帯

【久著呂川、国土交通省･北海道】

②②農農業業用用排排水水路路合合流流部部のの
沈沈砂砂池池
【雪裡･幌呂地区、国土交通省】

水循環･物質循環の再生
・家畜ふん尿対策や下水道整備
・水・物質循環メカニズムの把握

① 湿原再生･湿原植生制御

② 土砂対策

④ 植林
③

幌呂川

河川環境再生

雪裡川 久著呂川

オソベツ川

釧路川

【ヌマオロ地区、国土交通省】

②②蛇蛇行行すするる河河川川へへのの復復元元

ヌマオロ川

③③魚魚類類遡遡上上環環境境改改善善
【釧路川支川、釧路自然保護協会】

【達古武地域、環境省･NPO】

せつり

たっこぶ

みなみしべちゃ

くちょろ

くちょろ

くちょろ

せつり ほろろ

ほろろ

ほろろ

④④裸裸地地、、荒荒廃廃地地等等へへのの植植林林

②②湿湿原原流流入入部部土土砂砂調調整整地地
【久著呂川、国土交通省】
くちょろ

【茅沼地区、国土交通省】

②②蛇蛇行行すするる河河川川へへのの復復元元

かやぬま

【達古武湖、環境省】

①①水水生生植植物物のの生生育育環環境境のの
保保全全・・復復元元

たっこぶ

湿湿原原再再生生区区域域

土土砂砂掘掘削削にによよるる
地地盤盤のの切切りり下下げげ
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（（２２））ゼゼロロカカーーボボンン北北海海道道等等のの実実現現にに向向けけたた施施策策のの展展開開

ググリリーーンンイインンフフララをを活活用用ししたた自自然然共共生生地地域域づづくくりり②②

■ 恵庭かわまちづくり

礫河原が僅かとなった札内川 礫河原が広がった札内川

・近年、河道内の樹林化が著しい札内川では、かつての河道内に広く見
られた礫河原をはじめ、札内川特有の河川環境・景観を保全するため、
既設ダムの放流等を活用して礫河原の再生を推進。

・令和４年に全国都市緑化北海道
フェアの開催を控え、隣接する
恵庭市の「道と川の駅」と連携
した良好な水辺空間を形成する
ため、親水護岸等の整備を推進。

■札内川における礫河原の再生

■千歳川遊水地群におけるタンチョウも住めるまちづくり

・十勝川では、堤防に沿って十勝地方
にある木を植樹し、河畔林を整備。

・これら河畔林は洪水時に氾濫を抑え
治水上重要な役割を果たすほか、緑
のネットワークを形成し、河川環境の
整備と保全にも寄与。

・千歳川では洪水時の被害の
軽減を図るため遊水地群を
整備。

・長沼町にある舞鶴遊水地で
は、遊水地内の多様な機能
を活用し、生態系ネットワー
クを構築する取組を推進。

・地域の関係者が参画した「タンチョウも住めるまちづくり検討協議会」を
設立し、タンチョウの見守り活動や子供交流イベント等の取組を実施。
令和２年度、３年度に遊水地内において、タンチョウのヒナが誕生。

花の拠点等と連携した河川環境整備

デイキャンプイベント（十勝川）

■ 河川や水辺空間の活用

■ 十勝川の治水の杜づくり

洪水氾濫の被害を軽減する河畔林

平成22年撮影
KP35付近

■北海道の地域特性を活かした道路整備・維持管理

・防雪林、緑地型中央分離帯、交差道路集約等におい
て、北海道の地域特性、交通特性等を踏まえ、安全
かつ機能的で、自然景観にも配慮した魅力ある道路
を低コストで整備する「北海道スタンダード」を推進。

・ドライブ観光で排出されるCO２をオフセットする森林の
植樹・維持管理を行う「シーニックの森」の活動や防雪
林整備等を地域と協働して推進。

防雪林の管理用道路
を活用した歩道整備
や交差道路の集約

景観に配慮
した防雪林

視線誘導樹

人工構造物を用いない
緑地型中央分離帯

太陽光発電による
自発光式矢羽根

シーニックの森による
森林植樹・維持管理

地域と協働した
防雪林整備

・河川敷地を「賑わいのある自然豊
かな水辺空間として積極的に活用
したい」という要望の高まりを受
け、一定の要件を満たす場合に、
都市・地域再生等利用区域に指定
し、河川敷地における営業活動を
可能とする取組を推進。

令和元年撮影
KP35付近

、
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○ 安全・安心な水道水の安定供給を図るため、水道の広域化、高度浄水施設の整備、水道施設の計画的な
更新や水道未普及地域の解消の取組を促進する。

水水道道施施設設のの整整備備

○人口減少下においても安定して水道水を供給するため、広域
化による経営基盤の強化、計画的な施設の更新・長寿命化が
必要である。

○エキノコックス症の発生等が続く道内では、水道未普及地域
の解消が求められている。

【現状・背景】

○水道の広域化に向けた取組を促進。
○安全な水道水の供給のため高度浄水施設の整備と老朽化した
既存施設の更新等を促進。

函館市 清掃工場（機器更新工事）
（Ｒ９年度完成予定） 写真提供：函館市

老朽化した廃棄物処理施設（イメージ）

（施設耐用年数：15～20年程度）出典：環境省HP

【取組】

更新事業例

釧路市 新浄水場完成予想図
（Ｒ７年度完成予定） 資料提供：釧路市

○ 循環型社会の形成に向けて廃棄物処理施設の整備、更新及び改良を支援する。

廃廃棄棄物物処処理理施施設設のの整整備備

○道内の中間処理施設の老朽化が進んでおり、地震時の休止リ

スク等が懸念される。

○北海道ではごみの直接埋立率が高く、最終処分場の残余容量
が小さいため、ごみの減量化や継続的な整備が求められる。

○中間処理施設・最終処分場等の整備を支援。

○ダイオキシン対策時に整備した焼却施設が一斉に更新時期を
迎えるため、着実な更新を支援。

【現状・背景】

【取組】

更新事業例

（（３３））地地域域のの健健全全なな生生活活環環境境ののたためめのの施施設設整整備備

新浄水場施工状況
写真提供：釧路市
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○ 人口減少による使用料収入の減少、下水道職員の減少などの課題に対し、広域化・共同化による下水道
施設の整備を推進する。

○ 高いポテンシャルを有する下水道資源の有効活用により、資源・エネルギー循環の形成を推進する。

（（３３））地地域域のの健健全全なな生生活活環環境境ののたためめのの施施設設整整備備

下下水水道道施施設設のの整整備備、、下下水水道道資資源源のの有有効効利利用用のの推推進進

○人口減少による使用料収入・下水道職員の減少及び施設の
老朽化が顕在化する中、下水道事業の効率化が課題。

○グリーン社会の実現に向け、地方公共団体の事務事業にお
ける温室効果ガス排出量の大きな割合を占める下水道事業
の脱炭素化を図ることが重要。

○下水処理過程で発生する下水汚泥は燃料・肥料として高い
ポテンシャルを有しており、更なる下水道資源の有効利用
を図ることが必要。

【現状・背景】

○汚水処理施設等を広域化・共同化することにより、職員の
業務負担の軽減、施設更新や維持管理に係るコストの低減
及び温室効果ガス排出量を削減。

○下水道が有する多様な資源・エネルギー（下水汚泥・下水
熱）について、更なる有効利用を促進。

【取組】

〜下⽔道における資源・エネルギー利⽤の現状とポテンシャル〜

出典：国土交通省HPより 「下水道における資源・エネルギー利用」

下水道施設の広域化・共同化事例

■ 余市町におけるし尿受入施設整備

・老朽化したし尿処理施設の改築更新にあたり、余市町下水終末処理場に「し尿受入施
設」を整備することにより、汚水処理の集約化（積丹町・古平町・仁木町・赤井川村）
を図り、維持管理費及びＣＯ２排出量を削減する。

＜＜しし尿尿受受入入施施設設のの整整備備＞＞

下下水水終終末末
処処理理場場

しし尿尿
処処理理施施設設

老老
朽朽
化化

下下水水終終末末
処処理理場場

しし尿尿
受受入入施施設設

※余市町下水終末
処理場内に「し尿受
入施設」を整備する
ことで、汚水処理を
集約化する。

集集約約化化
廃廃止止

【ＣＯ２削減効果】
・下水終末処理場＋し尿処理施設 1,086t-CO2/年（令和元年度）
・下水終末処理場＋し尿受入施設 702t-CO2/年 年年間間338800tt程程度度削削減減

下水道資源の有効利用事例

■ 札幌市西部スラッジセンターにおける汚泥焼却廃熱発電設備の導入
・老朽化した汚泥処理施設の改築更新にあたり、汚泥の焼却廃熱を利用した発電設備を
導入することで、汚泥の持つエネルギーの有効利用と、温室効果ガス排出量の削減を図る。

改改築築工工事事箇箇所所

※1・2系焼却炉の全使用電力を発電
※温室効果ガスを年間1,980t-CO2削減見込み

※下水汚泥焼却の過程において、焼却廃熱を利用し発電

資料提供：札幌市

ポテンシャルの区分 利⽤状況（北海道）

下⽔汚泥
下⽔汚泥発生量：
約230万トン/年
（乾燥ベース）

発電可能量：40億kWh/年
→約110万世帯の年間電力
 消費量に相当

エネルギー利⽤
された割合は約24%

（バイオガス発電：11箇所
（R元年度末時点））

下⽔熱
下⽔処理量：
約155億m3/年

商業・工業地域での利⽤に
より、約90万世帯の年間
冷暖房熱源に相当

下⽔熱の利⽤は4箇所
（R2.8時点）

賦存量
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（この冊子は、再生紙を使用しています。） 
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